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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材、導電層及びオーバーコート層がこの順に積層されてなり、
　前記導電層が、下記一般式（１）で表わされるβ－ケトカルボン酸銀が配合されてなる
銀インク組成物を用いて形成されたものであり、
　前記オーバーコート層が、ウレタンアクリレート樹脂及びエポキシアクリレート樹脂か
らなる群から選択される一種以上を用いて形成されたものであり、
　前記ウレタンアクリレート樹脂が、イソシアネート骨格を有するウレタンアクリレート
樹脂であり、
　前記エポキシアクリレート樹脂が、ビスフェノールＡタイプエポキシアクリレート樹脂
であり、
　ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４に準拠した硬度試験による前記オーバーコート層の鉛筆
硬度が、ＨＢ以上であることを特徴とする積層体。

【化１】

　（式中、Ｒは１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよい炭素数１～２０の脂
肪族炭化水素基若しくはフェニル基、水酸基、アミノ基、又は一般式「Ｒ１－ＣＹ２－」
、「ＣＹ３－」、「Ｒ１－ＣＨＹ－」、「Ｒ２Ｏ－」、「Ｒ５Ｒ４Ｎ－」、「（Ｒ３Ｏ）
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２ＣＹ－」若しくは「Ｒ６－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＹ２－」で表される基であり；
　Ｙはそれぞれ独立にフッ素原子、塩素原子、臭素原子又は水素原子であり；Ｒ１は炭素
数１～１９の脂肪族炭化水素基又はフェニル基であり；Ｒ２は炭素数１～２０の脂肪族炭
化水素基であり；Ｒ３は炭素数１～１６の脂肪族炭化水素基であり；Ｒ４及びＲ５はそれ
ぞれ独立に炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基であり；Ｒ６は炭素数１～１９の脂肪族炭
化水素基、水酸基又は式「ＡｇＯ－」で表される基であり；
　Ｘはそれぞれ独立に水素原子、炭素数１～２０の脂肪族炭化水素基、ハロゲン原子、１
個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよいフェニル基若しくはベンジル基、シア
ノ基、Ｎ－フタロイル－３－アミノプロピル基、２－エトキシビニル基、又は一般式「Ｒ
７Ｏ－」、「Ｒ７Ｓ－」、「Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－」若しくは「Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－」
で表される基であり；
　Ｒ７は、炭素数１～１０の脂肪族炭化水素基、チエニル基、又は１個以上の水素原子が
置換基で置換されていてもよいフェニル基若しくはジフェニル基である。）
【請求項２】
　前記オーバーコート層が、重量平均分子量が３０００以下の樹脂を用いて形成されたも
のであることを特徴とする請求項１に記載の積層体。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の積層体を用い、前記基材を筐体として備えたことを特徴とする
通信機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電層及びオーバーコート層を備えた積層体、並びに該積層体を用いた通信
機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　貴金属である銀では、優れた光学的性質及び電気化学的性質を有することから、古くか
ら装飾品、貨幣、食器、電子材料、歯科用材料等として利用されてきており、最近では、
照明機器、写真材料、半導体材料、導電材料、航空・宇宙材料等にも利用され、その用途
が急激に拡大しており、産業資材として極めて重要である。
【０００３】
　一方で、銀は化学的に不安定で、例えば、硫化水素、亜硫酸等と容易に反応して硫化銀
となり、このような変質に伴って褐色や黒色に変色するという問題点がある。このような
銀の変質（硫化）を防止する方法としては、銅、白金、パラジウム、イリジウム、亜鉛又
はスズ等の他の金属との合金とする方法が知られているが、展延性や外観が悪化したりす
るなど、銀特有の性質が減じられるため実用的ではない。これに対して、銀の硫化を防止
する他の方法としては、銀を各種樹脂で被覆（オーバーコート）して、硫化原因物質との
接触を防止する方法が開示されている（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－０１０５９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、特許文献１で開示されている方法で、銀の硫化防止効果を具体的に確認してい
るのは、シリコーン樹脂からなるオーバーコート層を用いた場合だけであり、オーバーコ
ート層を用いて、銀層等の導電層の硫化を防止する実用的な方法は、まだ十分には検討さ
れていない。
【０００６】
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　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、導電層と、この導電層の硫化を防止
するオーバーコート層と、を備えた新規の積層体、及び該積層体を用いた通信機器を提供
することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するため、
　本発明は、基材、導電層及びオーバーコート層がこの順に積層されてなり、前記導電層
が、下記一般式（１）で表わされるβ－ケトカルボン酸銀が配合されてなる銀インク組成
物を用いて形成されたものであり、前記オーバーコート層が、ウレタンアクリレート樹脂
及びエポキシアクリレート樹脂からなる群から選択される一種以上を用いて形成されたも
のであり、前記ウレタンアクリレート樹脂が、イソシアネート骨格を有するウレタンアク
リレート樹脂であり、前記エポキシアクリレート樹脂が、ビスフェノールＡタイプエポキ
シアクリレート樹脂であり、ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４に準拠した硬度試験による前
記オーバーコート層の鉛筆硬度が、ＨＢ以上であることを特徴とする積層体を提供する。

【化１】

　（式中、Ｒは１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよい炭素数１～２０の脂
肪族炭化水素基若しくはフェニル基、水酸基、アミノ基、又は一般式「Ｒ１－ＣＹ２－」
、「ＣＹ３－」、「Ｒ１－ＣＨＹ－」、「Ｒ２Ｏ－」、「Ｒ５Ｒ４Ｎ－」、「（Ｒ３Ｏ）

２ＣＹ－」若しくは「Ｒ６－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＹ２－」で表される基であり；
　Ｙはそれぞれ独立にフッ素原子、塩素原子、臭素原子又は水素原子であり；Ｒ１は炭素
数１～１９の脂肪族炭化水素基又はフェニル基であり；Ｒ２は炭素数１～２０の脂肪族炭
化水素基であり；Ｒ３は炭素数１～１６の脂肪族炭化水素基であり；Ｒ４及びＲ５はそれ
ぞれ独立に炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基であり；Ｒ６は炭素数１～１９の脂肪族炭
化水素基、水酸基又は式「ＡｇＯ－」で表される基であり；
　Ｘはそれぞれ独立に水素原子、炭素数１～２０の脂肪族炭化水素基、ハロゲン原子、１
個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよいフェニル基若しくはベンジル基、シア
ノ基、Ｎ－フタロイル－３－アミノプロピル基、２－エトキシビニル基、又は一般式「Ｒ
７Ｏ－」、「Ｒ７Ｓ－」、「Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－」若しくは「Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－」
で表される基であり；
　Ｒ７は、炭素数１～１０の脂肪族炭化水素基、チエニル基、又は１個以上の水素原子が
置換基で置換されていてもよいフェニル基若しくはジフェニル基である。）
　本発明の積層体においては、前記オーバーコート層が、重量平均分子量が３０００以下
の樹脂を用いて形成されたものであることが好ましい。
【０００８】
　また、本発明は、前記積層体を用い、前記基材を筐体として備えたことを特徴とする通
信機器を提供する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、導電層と、この導電層の硫化を防止するオーバーコート層と、を備え
た新規の積層体、及び該積層体を用いた通信機器が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明に係る積層体を例示する概略断面図である。
【図２】本発明に係る、密着層が設けられた積層体を例示する概略断面図である。
【図３】本発明に係る積層体の製造方法を説明するための概略断面図である。
【図４】実施例９で製造した積層体における導電層の（ａ）電圧印加前、（ｂ）電圧印加
後の、それぞれの撮像データである。
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【図５】実施例１０で製造した積層体における導電層の（ａ）電圧印加前、（ｂ）電圧印
加後の、それぞれの撮像データである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
＜＜積層体＞＞
　本発明に係る積層体は、基材、導電層及びオーバーコート層がこの順に積層されてなり
、ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４に準拠した硬度試験による前記オーバーコート層の鉛筆
硬度が、ＨＢ以上であることを特徴とする。
　かかる積層体は、オーバーコート層が上記のような硬度（鉛筆硬度）を有することによ
り、導電層の硫化原因物質との接触が高度に抑制され、導電層の硫化（変質）を抑制する
効果に極めて優れる。
【００１２】
　図１は、本発明に係る積層体を例示する概略断面図である。
　ここに示す積層体１は、基材１１上に導電層１２が積層され、導電層１２上にオーバー
コート層１３が積層されたものである。導電層１２は、基材１１上においてオーバーコー
ト層１３により被覆されており、露出部位がないように構成されている。また、導電層１
２は、基材１１上で所定の形状にパターニングされており、基材１１の表面（一方の主面
）１１ａのうち、導電層１２が積層されていない部位には、オーバーコート層１３がじか
に接して積層されている。なお、ここでは、基材１１の表面１１ａ全面に導電層１２又は
オーバーコート層１３が積層されたものを示しているが、積層体１においては、導電層１
２の露出部位がないように構成されていればよく、例えば、基材１１の表面１１ａのうち
、導電層１２が積層されていない部位にはオーバーコート層１３が積層されず、当該部位
が露出していてもよい。
　積層体１は、本発明に係る積層体の一例を示すものであり、本発明に係る積層体はこれ
に限定されるものではなく、例えば、導電層１２は、基材１１の表面１１ａ全面に積層さ
れていてもよい。
【００１３】
＜基材＞
　基材１１は、目的に応じて任意の形状を選択できるが、プレート状、フィルム状又はシ
ート状であることが好ましく、厚さが０．０５～５ｍｍであることが好ましく、０．１～
３ｍｍであることがより好ましい。
【００１４】
　基材１１の材質は特に限定されず、目的に応じて選択すればよいが、後述する銀インク
組成物の加熱処理による導電層形成時に変質しない耐熱性を有するものが好ましい。
　基材１１の材質として具体的には、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、
ポリシクロオレフィン、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、エチレン－酢酸ビニル共重合体、ポ
リビニルアルコール、ビニロン、ポリ塩化ビニリデン（ＰＶＤＣ）、ポリメチルペンテン
（ＰＭＰ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリ酢酸ビニル（ＰＶＡｃ）、ポリメタクリル酸メ
チル（ＰＭＭＡ）、ポリメタクリル酸エチル（ＰＥＭＡ）、ポリメタクリル酸ブチル（Ｐ
ＢＭＡ）、ポリアクリル酸メチル（ＰＭＡ）、ポリアクリル酸エチル（ＰＥＡ）、ポリア
クリル酸ブチル（ＰＢＡ）、ＡＳ樹脂、ＡＢＳ樹脂、ポリアミド（ＰＡ）、ポリイミド（
ＰＩ）、ポリアミドイミド（ＰＡＩ）、ポリアセタール、ポリエチレンテレフタレート（
ＰＥＴ）、グリコール変性ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ－Ｇ）、ポリブチレンテ
レフタレート（ＰＢＴ）、ポリトリメチレンテレフタレート（ＰＴＴ）、ポリエチレンナ
フタレート（ＰＥＮ）、ポリブチレンナフタレート（ＰＢＮ）、ポリフェニレンスルファ
イド（ＰＰＳ）、ポリスルホン（ＰＳＦ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリエー
テルケトン（ＰＥＫ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリカーボネート（
ＰＣ）、ポリウレタン、ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ）、変性ポリフェニレンエーテ
ル（ｍ－ＰＰＥ）、ポリアリレート、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、尿
素樹脂等の合成樹脂が例示できる。



(5) JP 6105352 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

　また、基材１１の材質としては、上記以外にも、ガラス、シリコン等のセラミックス；
上質紙、薄葉紙、グラシン紙、硫酸紙等の紙類が例示できる。
　また、基材１１は、ガラスエポキシ樹脂、ポリマーアロイ等の、二種以上の材質を併用
したものでもよい。
【００１５】
　基材１１は、単層からなるものでもよいし、二層以上の複数層からなるものでもよい。
基材１１が複数層からなる場合、これら複数層は、互いに同一でも異なっていてもよい。
すなわち、すべての層が同一であってもよいし、すべての層が異なっていてもよく、一部
の層のみが異なっていてもよい。そして、複数層が互いに異なる場合、これら複数層の組
み合わせは特に限定されない。ここで、複数層が互いに異なるとは、各層の材質及び厚さ
の少なくとも一方が互いに異なることを意味する。
　なお、基材１１が複数層からなる場合には、各層の合計の厚さが、上記の好ましい基材
１１の厚さとなるようにするとよい。
【００１６】
＜導電層＞
　導電層１２の材質は、導電性を有するものであれば特に限定されないが、抵抗値が低い
導電層を容易に形成できる点から、銀、銅等の単体金属、又は合金（以下、これらをまと
めて「金属」と略記することがある）であることが好ましく、銀であることがより好まし
く、後述する金属銀の形成材料を用いて形成されたものが特に好ましい。
【００１７】
　導電層１２の形状は特に限定されず、例えば、基材１１の表面１１ａを上方から見下ろ
すように、積層体１を平面視したときの、導電層１２の形状は、目的に応じて任意に設定
できる。
【００１８】
　導電層１２の厚さは、目的に応じて任意に設定できるが、０．０１～５μｍであること
が好ましく、０．０５～３μｍであることがより好ましい。導電層１２の厚さが前記下限
値以上であることで、導電性をより向上させることができ、さらに、導電層１２の構造を
より安定して維持できる。また、導電層１２の厚さが前記上限値以下であることで、積層
体１をより薄層化できる。
【００１９】
　導電層１２は、単層からなるものでもよいし、二層以上の複数層からなるものでもよい
。導電層１２が複数層からなる場合、これら複数層は、互いに同一でも異なっていてもよ
く、基材１１の場合と同様に構成できる。例えば、複数層からなる導電層１２は、各層の
合計の厚さが、上記の好ましい導電層１２の厚さとなるようにするとよい。
【００２０】
＜オーバーコート層＞
　オーバーコート層１３は、ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４に準拠した硬度試験による鉛
筆硬度がＨＢ以上であり、十分な硬度を有し、導電層１２の硫化原因物質との接触を高度
に抑制する、すなわち、硫化耐性に優れるので、導電層１２の硫化（変質）を抑制する効
果に極めて優れる。
【００２１】
　オーバーコート層１３の材質は、このような硬度を有する限り特に限定されず、有機化
合物及び無機化合物のいずれでもよく、有機化合物及び無機化合物の両方からなるもので
もよいが、オーバーコート層１３をより容易に形成できる点から、有機化合物であること
が好ましく、各種樹脂であることがより好ましい。
　また、オーバーコート層１３の材質は、一種のみでもよいし、二種以上でもよく、二種
以上である場合、その組み合わせ及び比率は、目的に応じて任意に調節できる。
【００２２】
　なかでも、オーバーコート層１３の材質は、ウレタンアクリレート樹脂及びエポキシア
クリレート樹脂からなる群から選択される一種以上を用いて形成されたものが好ましく、
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ウレタンアクリレート樹脂及びエポキシアクリレート樹脂からなる群から選択される一種
以上を重合して形成されたものがより好ましい。
【００２３】
　オーバーコート層１３の形成に用いる前記ウレタンアクリレート樹脂は、イソシアネー
ト骨格を有するウレタンアクリレート樹脂（以下、「イソシアネート骨格含有ウレタンア
クリレート樹脂」と記載することがある）であることが好ましく、脂環状イソシアネート
骨格を有するウレタンアクリレート樹脂（以下、「脂環状イソシアネート骨格含有ウレタ
ンアクリレート樹脂」と記載することがある）であることがより好ましい。
【００２４】
　オーバーコート層１３の形成に用いる前記エポキシアクリレート樹脂は、ビスフェノー
ルＡタイプエポキシアクリレート樹脂であることが好ましい。
【００２５】
　オーバーコート層１３の材質が、各種樹脂（以下、「ベース樹脂」と略記することがあ
る）を重合して形成されたものである場合、重合に供する前記ベース樹脂の重量平均分子
量は、３０００以下であることが好ましく、２０００以下であることがより好ましく、１
５００以下であることが特に好ましい。ここで、重量平均分子量とは、ＧＰＣ（ゲルパー
ミエーションクロマトグラフィー）によるポリスチレン換算基準で求められたものであり
、例えば、東ソー社製「ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ」等の分析装置を用い、ＴＳＫゲル等の
カラム、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）等の溶離液を用いて分析することで求
められる。このようなベース樹脂を用いることで、オーバーコート層１３は、導電層１２
の硫化を抑制する効果がより高くなる。
【００２６】
　導電層１２に電圧を印加したときのマイグレーションを抑制する効果が高い点において
は、前記ベース樹脂は、ウレタンアクリレート樹脂であることが好ましく、脂環状イソシ
アネート骨格含有ウレタンアクリレート樹脂であることがより好ましい。
　ここで、「マイグレーション」とは、導電層の構成成分が導電層表面から導電層外へ伸
張して移動していく現象であり、導電層が銀層である場合には、金属銀が移動する。マイ
グレーションは、高湿度条件下で生じ易く、例えば、導電層のラインアンドスペースパタ
ーンでは、隣接するライン間で生じ易い。
【００２７】
　オーバーコート層１３は、絶縁性であることが好ましく、ＪＩＳ　Ｋ　６９１１に準拠
した表面抵抗値が１×１０８（Ω／□）以上であることが好ましい。
【００２８】
　オーバーコート層１３の厚さは、目的に応じて任意に設定できるが、０．５～５０μｍ
であることが好ましく、０．７～３０μｍであることがより好ましい。オーバーコート層
１３の厚さが前記下限値以上であることで、導電層１２の硫化を抑制する効果がより高く
なる。また、オーバーコート層１３の厚さが前記上限値以下であることで、積層体１をよ
り薄層化できる。
【００２９】
　オーバーコート層１３は、単層からなるものでもよいし、二層以上の複数層からなるも
のでもよい。オーバーコート層１３が複数層からなる場合、これら複数層は、互いに同一
でも異なっていてもよく、基材１１の場合と同様に構成できる。例えば、複数層からなる
オーバーコート層１３は、各層の合計の厚さが、上記の好ましいオーバーコート層１３の
厚さとなるようにするとよい。
【００３０】
　本発明に係る積層体は、図１に示すものに限定されず、本発明の効果を損なわない範囲
内において、一部構成が適宜変更されたものでもよい。例えば、基材１１上に導電層１２
及びオーバーコート層１３以外のその他の層が設けられたものでもよく、前記その他の層
としては、基材１１及び導電層１２の密着性を向上させるために、これらの層の間に設け
られる密着層が例示できる。
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【００３１】
　図２は、本発明に係る、密着層が設けられた積層体を例示する概略断面図である。なお
、図２に示す構成要素のうち、図１に示すものと同じものには、図１の場合と同じ符号を
付し、その詳細な説明は省略する。これは、以降の図においても同様である。
【００３２】
　ここに示す積層体２は、基材１１及び導電層１２間に密着層１４が設けられたものであ
り、この点以外は、上記の積層体１と同じでものである。
　密着層１４は、基材１１の表面１１ａの全面に積層され、導電層１２は密着層１４の表
面１４ａの一部に積層されており、導電層１２が積層されていない部位においては、密着
層１４にオーバーコート層１３がじかに接して積層されている。なお、ここでは、基材１
１の表面１１ａ全面に密着層１４が積層されたものを示しているが、積層体２においては
、導電層１２の裏面（他方の主面）１２ｂの全面が密着層１４の表面１４ａと接触してい
ることが好ましい。また、例えば密着層１４は、基材１１の表面１１ａの全面ではなく一
部のみに積層されていてもよいし、その場合、密着層１４はパターニングされていてもよ
く、基材１１の表面１１ａのうち、密着層１４が積層されていない部位には、オーバーコ
ート層１３がじかに接して積層されていてもよいし、何も積層されずに露出していてもよ
い。
【００３３】
＜密着層＞
　密着層１４の材質は、基材１１及び導電層１２の種類に応じて適宜調節すればよく、特
に限定されず、オーバーコート層１３の材質と同様のものが例示できる。
　密着層の材質は、一種のみでもよいし、二種以上でもよく、二種以上である場合、その
組み合わせ及び比率は、目的に応じて任意に調節できる。
　密着層１４の材質が、例えば、樹脂である場合、かかる樹脂で好ましいものとしては、
ウレタンアクリレート樹脂が例示でき、ポリカーボネート骨格を有するウレタンアクリレ
ート樹脂（以下、「ポリカーボネート骨格含有ウレタンアクリレート樹脂」と記載するこ
とがある）であることがより好ましい。
【００３４】
　密着層１４の厚さは、目的に応じて任意に設定できるが、０．５～５０μｍであること
が好ましく、０．７～３０μｍであることがより好ましい。密着層１４の厚さが前記下限
値以上であることで、基材１１及び導電層１２の密着性がより向上する。また、密着層１
４の厚さが前記上限値以下であることで、積層体２をより薄層化できる。
【００３５】
　密着層１４は、単層からなるものでもよいし、二層以上の複数層からなるものでもよい
。密着層１４が複数層からなる場合、これら複数層は、互いに同一でも異なっていてもよ
く、基材１１の場合と同様に構成できる。例えば、複数層からなる密着層１４は、各層の
合計の厚さが、上記の好ましい密着層１４の厚さとなるようにするとよい。
【００３６】
＜積層体の製造方法＞
　本発明に係る積層体は、例えば、基材上に導電層を形成する工程と、前記導電層上にオ
ーバーコート層を形成する工程と、を有する製造方法で製造できる。
　図３は、図１に示す積層体１の製造方法を説明するための概略断面図である。
【００３７】
［基材上に導電層を形成する工程］
　積層体１を製造するためには、まず、図３（ｂ）に示すように、基材１１の表面（一方
の主面）１１ａ上に導電層１２を形成する。
　導電層１２の形成方法は、導電層１２の材質に応じて適宜選択すればよい。
　例えば、導電層１２を形成するための組成物（以下、「導電層用組成物」）を調製し、
これを基材１１の表面１１ａ上の所望の箇所に付着させ、必要に応じて乾燥処理や加熱（
焼成）処理等の後処理を適宜選択して行うことで、導電層１２を形成できる。加熱処理は



(8) JP 6105352 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

、乾燥処理を兼ねて行ってもよい。
　また、導電層用組成物を調製し、これを基材１１の表面１１ａ上の所定の箇所又は全面
に付着させ、必要に応じて乾燥処理や加熱（焼成）処理等の後処理を適宜選択して行うこ
とで導電層（パターニング前の導電層、図示略）を形成した後、エッチング等の公知の手
法でこの導電層を所望の形状となるようにパターニングすることで、導電層１２を形成で
きる。
　また、導電箔等の所望の材質からなる導電膜（図示略）を、基材１１の表面１１ａ上に
加熱融着させる方法や、接着剤を用いて表面１１ａ上に接着させる方法で固定し、エッチ
ング等の公知の手法でこの導電膜を所望の形状となるようにパターニングすることで、導
電層１２を形成できる。ここで、前記接着剤としては、例えば、ポリエステル系のものや
、エポキシ樹脂を含有するポリウレタン等の公知のものが適宜使用できる。
【００３８】
［導電層上にオーバーコート層を形成する工程］
　次いで、図３（ｃ）に示すように、導電層１２上にオーバーコート層１３を形成するこ
とで、積層体１が得られる。
　オーバーコート層１３の形成方法は、オーバーコート層１３の材質に応じて適宜選択す
ればよい。
　例えば、オーバーコート層１３を形成するための組成物（以下、「コート用組成物」と
略記することがある）を調製し、これを、導電層１２を被覆するように基材１１上の所望
の箇所に付着させ、必要に応じて後処理を行うことにより、オーバーコート層１３を形成
できる。このときの後処理は、コート用組成物の種類に応じて適宜選択すればよく、例え
ば、オーバーコート層１３の形成材料（以下、「コート材料」と略記することがある）と
して硬化性のモノマー、オリゴマー又はポリマー（ここで、オリゴマー及びポリマーは、
上記の「ベース樹脂」に該当する）が配合されてなるものである場合には、紫外線照射処
理や加熱処理を行えばよい。また、形成したオーバーコート層は、必要に応じてエッチン
グ等の公知の手法で、さらにパターニングしてもよい。
【００３９】
　以下、導電層１２及びオーバーコート層１３の形成方法について、より詳細に説明する
。
　まず、導電層１２の形成方法について、より詳細に説明する。
　導電層１２の材質が金属である場合には、導電層用組成物として、金属の形成材料が配
合されてなる金属インク組成物を調製し、これを基材１１の表面１１ａ上に付着させて、
乾燥処理や加熱（焼成）処理等の後処理を適宜選択して行うことで、導電層１２を形成す
ることが好ましい。
　金属インク組成物中の金属の形成材料は、一種のみでもよいし、二種以上でもよく、二
種以上である場合、その組み合わせ及び比率は、任意に調節できる。
【００４０】
　金属の形成材料は、該当する金属原子（元素）を有し、分解等の構造変化によって金属
を生じるものであればよく、金属塩、金属錯体、有機金属化合物（金属－炭素結合を有す
る化合物）等が例示できる。なかでも金属の形成材料は、有機基を有する金属化合物であ
ることが好ましく、かかる金属化合物は、金属－炭素結合を有する化合物、及び金属－炭
素結合を有しない化合物のいずれでもよい。
　金属の形成材料を用いることで、かかる材料から金属が生じ、この金属を含む導電層１
２が形成される。この場合の導電層１２は、前記金属を主成分とするものであり、前記金
属の比率が、見かけ上金属だけからなるとみなし得る程度に十分に高く、導電層１２中の
金属の比率は、好ましくは９９質量％以上である。
【００４１】
　金属インク組成物としては、液状のものが好ましく、前記金属の形成材料が均一に分散
されたものが好ましい。
【００４２】
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　以下、金属インク組成物として、金属銀の形成材料が配合されてなる銀インク組成物を
用いた場合の、導電層１２の形成方法について説明するが、金属種が銀以外の場合にも同
様の方法で、導電層１２を形成できる。
　前記金属銀の形成材料は、加熱等によって分解し、金属銀を形成するものである。
【００４３】
［カルボン酸銀］
　金属銀の形成材料としては、式「－ＣＯＯＡｇ」で表される基を有するカルボン酸銀が
例示できる。
　前記カルボン酸銀は、式「－ＣＯＯＡｇ」で表される基を有していれば特に限定されな
い。例えば、式「－ＣＯＯＡｇ」で表される基の数は１個のみでもよいし、２個以上でも
よい。また、カルボン酸銀中の式「－ＣＯＯＡｇ」で表される基の位置も特に限定されな
い。
【００４４】
　前記カルボン酸銀は、下記一般式（１）で表わされるβ－ケトカルボン酸銀（以下、「
β－ケトカルボン酸銀（１）」と略記することがある）及び下記一般式（４）で表される
カルボン酸銀（以下、「カルボン酸銀（４）」と略記することがある）からなる群から選
択される一種以上であることが好ましい。
　なお、本明細書においては、単なる「カルボン酸銀」との記載は、特に断りの無い限り
、「β－ケトカルボン酸銀（１）」及び「カルボン酸銀（４）」だけではなく、これらを
包括する、「式「－ＣＯＯＡｇ」で表される基を有するカルボン酸銀」を意味するものと
する。
【００４５】
【化１】

　（式中、Ｒは１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよい炭素数１～２０の脂
肪族炭化水素基若しくはフェニル基、水酸基、アミノ基、又は一般式「Ｒ１－ＣＹ２－」
、「ＣＹ３－」、「Ｒ１－ＣＨＹ－」、「Ｒ２Ｏ－」、「Ｒ５Ｒ４Ｎ－」、「（Ｒ３Ｏ）

２ＣＹ－」若しくは「Ｒ６－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＹ２－」で表される基であり；
　Ｙはそれぞれ独立にフッ素原子、塩素原子、臭素原子又は水素原子であり；Ｒ１は炭素
数１～１９の脂肪族炭化水素基又はフェニル基であり；Ｒ２は炭素数１～２０の脂肪族炭
化水素基であり；Ｒ３は炭素数１～１６の脂肪族炭化水素基であり；Ｒ４及びＲ５はそれ
ぞれ独立に炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基であり；Ｒ６は炭素数１～１９の脂肪族炭
化水素基、水酸基又は式「ＡｇＯ－」で表される基であり；
　Ｘはそれぞれ独立に水素原子、炭素数１～２０の脂肪族炭化水素基、ハロゲン原子、１
個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよいフェニル基若しくはベンジル基、シア
ノ基、Ｎ－フタロイル－３－アミノプロピル基、２－エトキシビニル基、又は一般式「Ｒ
７Ｏ－」、「Ｒ７Ｓ－」、「Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－」若しくは「Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－」
で表される基であり；
　Ｒ７は、炭素数１～１０の脂肪族炭化水素基、チエニル基、又は１個以上の水素原子が
置換基で置換されていてもよいフェニル基若しくはジフェニル基である。）
【００４６】

【化２】

　（式中、Ｒ８は炭素数１～１９の脂肪族炭化水素基、カルボキシ基又は式「－Ｃ（＝Ｏ
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）－ＯＡｇ」で表される基であり、前記脂肪族炭化水素基がメチレン基を有する場合、１
個以上の該メチレン基はカルボニル基で置換されていてもよい。）
【００４７】
（β－ケトカルボン酸銀（１））
　β－ケトカルボン酸銀（１）は、前記一般式（１）で表される。
　式中、Ｒは１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよい炭素数１～２０の脂肪
族炭化水素基若しくはフェニル基、水酸基、アミノ基、又は一般式「Ｒ１－ＣＹ２－」、
「ＣＹ３－」、「Ｒ１－ＣＨＹ－」、「Ｒ２Ｏ－」、「Ｒ５Ｒ４Ｎ－」、「（Ｒ３Ｏ）２

ＣＹ－」若しくは「Ｒ６－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＹ２－」で表される基である。
【００４８】
　Ｒにおける炭素数１～２０の脂肪族炭化水素基は、直鎖状、分岐鎖状及び環状（脂肪族
環式基）のいずれでもよく、環状である場合、単環状及び多環状のいずれでもよい。また
、前記脂肪族炭化水素基は、飽和脂肪族炭化水素基及び不飽和脂肪族炭化水素基のいずれ
でもよい。そして、前記脂肪族炭化水素基は、炭素数が１～１０であることが好ましく、
１～６であることがより好ましい。Ｒにおける好ましい前記脂肪族炭化水素基としては、
アルキル基、アルケニル基、アルキニル基が例示できる。
【００４９】
　Ｒにおける直鎖状又は分枝鎖状の前記アルキル基としては、メチル基、エチル基、ｎ－
プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒ
ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、ｔｅｒｔ－ペンチル
基、１－メチルブチル基、２－メチルブチル基、ｎ－ヘキシル基、１－メチルペンチル基
、２－メチルペンチル基、３－メチルペンチル基、４－メチルペンチル基、１，１－ジメ
チルブチル基、２，２－ジメチルブチル基、３，３－ジメチルブチル基、２，３－ジメチ
ルブチル基、１－エチルブチル基、２－エチルブチル基、３－エチルブチル基、１－エチ
ル－１－メチルプロピル基、ｎ－ヘプチル基、１－メチルヘキシル基、２－メチルヘキシ
ル基、３－メチルヘキシル基、４－メチルヘキシル基、５－メチルヘキシル基、１，１－
ジメチルペンチル基、２，２－ジメチルペンチル基、２，３－ジメチルペンチル基、２，
４－ジメチルペンチル基、３，３－ジメチルペンチル基、４，４－ジメチルペンチル基、
１－エチルペンチル基、２－エチルペンチル基、３－エチルペンチル基、４－エチルペン
チル基、２，２，３－トリメチルブチル基、１－プロピルブチル基、ｎ－オクチル基、イ
ソオクチル基、１－メチルヘプチル基、２－メチルヘプチル基、３－メチルヘプチル基、
４－メチルヘプチル基、５－メチルヘプチル基、１－エチルヘキシル基、２－エチルヘキ
シル基、３－エチルヘキシル基、４－エチルヘキシル基、５－エチルヘキシル基、１，１
－ジメチルヘキシル基、２，２－ジメチルヘキシル基、３，３－ジメチルヘキシル基、４
，４－ジメチルヘキシル基、５，５－ジメチルヘキシル基、１－プロピルペンチル基、２
－プロピルペンチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、トリデシル基
、テトラデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、ヘプタデシル基、オクタデシル基
、ノナデシル基、イコシル基が例示できる。
　Ｒにおける環状の前記アルキル基としては、シクロプロピル基、シクロブチル基、シク
ロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、シクロオクチル基、シクロノニル
基、シクロデシル基、ノルボルニル基、イソボルニル基、１－アダマンチル基、２－アダ
マンチル基、トリシクロデシル基が例示できる。
【００５０】
　Ｒにおける前記アルケニル基としては、ビニル基（エテニル基、－ＣＨ＝ＣＨ２）、ア
リル基（２－プロペニル基、－ＣＨ２－ＣＨ＝ＣＨ２）、１－プロペニル基（－ＣＨ＝Ｃ
Ｈ－ＣＨ３）、イソプロペニル基（－Ｃ（ＣＨ３）＝ＣＨ２）、１－ブテニル基（－ＣＨ
＝ＣＨ－ＣＨ２－ＣＨ３）、２－ブテニル基（－ＣＨ２－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＨ３）、３－ブ
テニル基（－ＣＨ２－ＣＨ２－ＣＨ＝ＣＨ２）、シクロヘキセニル基、シクロペンテニル
基等の、Ｒにおける前記アルキル基の炭素原子間の１個の単結合（Ｃ－Ｃ）が二重結合（
Ｃ＝Ｃ）に置換された基が例示できる。
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　Ｒにおける前記アルキニル基としては、エチニル基（－Ｃ≡ＣＨ）、プロパルギル基（
－ＣＨ２－Ｃ≡ＣＨ）等の、Ｒにおける前記アルキル基の炭素原子間の１個の単結合（Ｃ
－Ｃ）が三重結合（Ｃ≡Ｃ）に置換された基が例示できる。
【００５１】
　Ｒにおける炭素数１～２０の脂肪族炭化水素基は、１個以上の水素原子が置換基で置換
されていてもよく、好ましい前記置換基としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子が例
示できる。また、置換基の数及び位置は特に限定されない。そして、置換基の数が複数で
ある場合、これら複数個の置換基は互いに同一でも異なっていてもよい。すなわち、すべ
ての置換基が同一であってもよいし、すべての置換基が異なっていてもよく、一部の置換
基のみが異なっていてもよい。
【００５２】
　Ｒにおけるフェニル基は、１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよく、好ま
しい前記置換基としては、炭素数が１～１６の飽和又は不飽和の一価の脂肪族炭化水素基
、該脂肪族炭化水素基が酸素原子に結合してなる一価の基、フッ素原子、塩素原子、臭素
原子、水酸基（－ＯＨ）、シアノ基（－Ｃ≡Ｎ）、フェノキシ基（－Ｏ－Ｃ６Ｈ５）等が
例示でき、置換基の数及び位置は特に限定されない。そして、置換基の数が複数である場
合、これら複数個の置換基は互いに同一でも異なっていてもよい。
　置換基である前記脂肪族炭化水素基としては、炭素数が１～１６である点以外は、Ｒに
おける前記脂肪族炭化水素基と同様のものが例示できる。
【００５３】
　ＲにおけるＹは、それぞれ独立にフッ素原子、塩素原子、臭素原子又は水素原子である
。そして、一般式「Ｒ１－ＣＹ２－」、「ＣＹ３－」及び「Ｒ６－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＹ２－
」においては、それぞれ複数個のＹは、互いに同一でも異なっていてもよい。
【００５４】
　ＲにおけるＲ１は、炭素数１～１９の脂肪族炭化水素基又はフェニル基（Ｃ６Ｈ５－）
であり、Ｒ１における前記脂肪族炭化水素基としては、炭素数が１～１９である点以外は
、Ｒにおける前記脂肪族炭化水素基と同様のものが例示できる。
　ＲにおけるＲ２は、炭素数１～２０の脂肪族炭化水素基であり、Ｒにおける前記脂肪族
炭化水素基と同様のものが例示できる。
　ＲにおけるＲ３は、炭素数１～１６の脂肪族炭化水素基であり、炭素数が１～１６であ
る点以外は、Ｒにおける前記脂肪族炭化水素基と同様のものが例示できる。
　ＲにおけるＲ４及びＲ５は、それぞれ独立に炭素数１～１８の脂肪族炭化水素基である
。すなわち、Ｒ４及びＲ５は、互いに同一でも異なっていてもよく、炭素数が１～１８で
ある点以外は、Ｒにおける前記脂肪族炭化水素基と同様のものが例示できる。
　ＲにおけるＲ６は、炭素数１～１９の脂肪族炭化水素基、水酸基又は式「ＡｇＯ－」で
表される基であり、Ｒ６における前記脂肪族炭化水素基としては、炭素数が１～１９であ
る点以外は、Ｒにおける前記脂肪族炭化水素基と同様のものが例示できる。
【００５５】
　Ｒは、上記の中でも、直鎖状若しくは分枝鎖状のアルキル基、一般式「Ｒ６－Ｃ（＝Ｏ
）－ＣＹ２－」で表される基、水酸基又はフェニル基であることが好ましい。そして、Ｒ
６は、直鎖状若しくは分枝鎖状のアルキル基、水酸基又は式「ＡｇＯ－」で表される基で
あることが好ましい。
【００５６】
　一般式（１）において、Ｘはそれぞれ独立に水素原子、炭素数１～２０の脂肪族炭化水
素基、ハロゲン原子、１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよいフェニル基若
しくはベンジル基（Ｃ６Ｈ５－ＣＨ２－）、シアノ基、Ｎ－フタロイル－３－アミノプロ
ピル基、２－エトキシビニル基（Ｃ２Ｈ５－Ｏ－ＣＨ＝ＣＨ－）、又は一般式「Ｒ７Ｏ－
」、「Ｒ７Ｓ－」、「Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－」若しくは「Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－」で表さ
れる基である。
　Ｘにおける炭素数１～２０の脂肪族炭化水素基としては、Ｒにおける前記脂肪族炭化水



(12) JP 6105352 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

素基と同様のものが例示できる。
【００５７】
　Ｘにおけるハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子が例
示できる。
　Ｘにおけるフェニル基及びベンジル基は、１個以上の水素原子が置換基で置換されてい
てもよく、好ましい前記置換基としては、ハロゲン原子（フッ素原子、塩素原子、臭素原
子、ヨウ素原子）、ニトロ基（－ＮＯ２）等が例示でき、置換基の数及び位置は特に限定
されない。そして、置換基の数が複数である場合、これら複数個の置換基は互いに同一で
も異なっていてもよい。
【００５８】
　ＸにおけるＲ７は、炭素数１～１０の脂肪族炭化水素基、チエニル基（Ｃ４Ｈ３Ｓ－）
、又は１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよいフェニル基若しくはジフェニ
ル基（ビフェニル基、Ｃ６Ｈ５－Ｃ６Ｈ４－）である。Ｒ７における前記脂肪族炭化水素
基としては、炭素数が１～１０である点以外は、Ｒにおける前記脂肪族炭化水素基と同様
のものが例示できる。また、Ｒ７におけるフェニル基及びジフェニル基の前記置換基とし
ては、ハロゲン原子（フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）等が例示でき、置
換基の数及び位置は特に限定されない。そして、置換基の数が複数である場合、これら複
数個の置換基は互いに同一でも異なっていてもよい。
　Ｒ７がチエニル基又はジフェニル基である場合、これらの、Ｘにおいて隣接する基又は
原子（酸素原子、硫黄原子、カルボニル基、カルボニルオキシ基）との結合位置は、特に
限定されない。例えば、チエニル基は、２－チエニル基及び３－チエニル基のいずれでも
よい。
【００５９】
　一般式（１）において、２個のＸは、２個のカルボニル基で挟まれた炭素原子と二重結
合を介して１個の基として結合していてもよく、このようなものとしては式「＝ＣＨ－Ｃ

６Ｈ４－ＮＯ２」で表される基が例示できる。
【００６０】
　Ｘは、上記の中でも、水素原子、直鎖状若しくは分枝鎖状のアルキル基、ベンジル基、
又は一般式「Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－」で表される基であることが好ましく、少なくとも一方
のＸが水素原子であることが好ましい。
【００６１】
　β－ケトカルボン酸銀（１）は、２－メチルアセト酢酸銀（ＣＨ３－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ
（ＣＨ３）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、アセト酢酸銀（ＣＨ３－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（
＝Ｏ）－ＯＡｇ）、２－エチルアセト酢酸銀（ＣＨ３－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ（ＣＨ２ＣＨ３

）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、プロピオニル酢酸銀（ＣＨ３ＣＨ２－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－
Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、イソブチリル酢酸銀（（ＣＨ３）２ＣＨ－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－
Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、ピバロイル酢酸銀（（ＣＨ３）３Ｃ－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（
＝Ｏ）－ＯＡｇ）、２－ｎ－ブチルアセト酢酸銀（ＣＨ３－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ（ＣＨ２Ｃ
Ｈ２ＣＨ２ＣＨ３）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、２－ベンジルアセト酢酸銀（ＣＨ３－Ｃ（
＝Ｏ）－ＣＨ（ＣＨ２Ｃ６Ｈ５）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、ベンゾイル酢酸銀（Ｃ６Ｈ５

－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、ピバロイルアセト酢酸銀（（ＣＨ３）３

Ｃ－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、イソブチリルア
セト酢酸銀（（ＣＨ３）２ＣＨ－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（＝Ｏ）
－ＯＡｇ）、２－アセチルピバロイル酢酸銀（（ＣＨ３）３Ｃ－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ（－Ｃ
（＝Ｏ）－ＣＨ３）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、２－アセチルイソブチリル酢酸銀（（ＣＨ

３）２ＣＨ－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ（－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ３）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、又は
アセトンジカルボン酸銀（ＡｇＯ－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（＝Ｏ
）－ＯＡｇ）であることが好ましく、２－メチルアセト酢酸銀、アセト酢酸銀、２－エチ
ルアセト酢酸銀、プロピオニル酢酸銀、イソブチリル酢酸銀、ピバロイル酢酸銀、２－ｎ
－ブチルアセト酢酸銀、２－ベンジルアセト酢酸銀、ベンゾイル酢酸銀、ピバロイルアセ
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ト酢酸銀、イソブチリルアセト酢酸銀、又はアセトンジカルボン酸銀であることがより好
ましい。
【００６２】
　β－ケトカルボン酸銀（１）は、乾燥処理や加熱（焼成）処理等の後処理により形成さ
れた導電体（金属銀）において、残存する原料や不純物の濃度をより低減できる。原料や
不純物が少ない程、例えば、形成された金属銀同士の接触が良好となり、導通が容易とな
り、抵抗率が低下する。
【００６３】
　β－ケトカルボン酸銀（１）は、後述するように、当該分野で公知の還元剤等を使用し
なくても、好ましくは６０～２１０℃、より好ましくは６０～２００℃という低温で分解
し、金属銀を形成することが可能である。そして、還元剤と併用することで、より低温で
分解して金属銀を形成する。
【００６４】
　本発明において、β－ケトカルボン酸銀（１）は、一種を単独で使用してもよいし、二
種以上を併用してもよい。二種以上を併用する場合、その組み合わせ及び比率は、任意に
調節できる。
【００６５】
（カルボン酸銀（４））
　カルボン酸銀（４）は、前記一般式（４）で表される
　式中、Ｒ８は炭素数１～１９の脂肪族炭化水素基、カルボキシ基（－ＣＯＯＨ）又は式
「－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ」で表される基である。
　Ｒ８における前記脂肪族炭化水素基としては、炭素数が１～１９である点以外は、Ｒに
おける前記脂肪族炭化水素基と同様のものが例示できる。ただし、Ｒ８における前記脂肪
族炭化水素基は、炭素数が１～１５であることが好ましく、１～１０であることがより好
ましい。
【００６６】
　Ｒ８における前記脂肪族炭化水素基がメチレン基（－ＣＨ２－）を有する場合、１個以
上の該メチレン基はカルボニル基で置換されていてもよい。カルボニル基で置換されてい
てもよいメチレン基の数及び位置は特に限定されず、すべてのメチレン基がカルボニル基
で置換されていてもよい。ここで「メチレン基」とは、単独の式「－ＣＨ２－」で表され
る基だけでなく、式「－ＣＨ２－」で表される基が複数個連なったアルキレン基中の１個
の式「－ＣＨ２－」で表される基も含むものとする。
【００６７】
　カルボン酸銀（４）は、ピルビン酸銀（ＣＨ３－Ｃ（＝Ｏ）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、
酢酸銀（ＣＨ３－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、酪酸銀（ＣＨ３－（ＣＨ２）２－Ｃ（＝Ｏ）－
ＯＡｇ）、イソ酪酸銀（（ＣＨ３）２ＣＨ－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、２－エチルへキサン
酸銀（ＣＨ３－（ＣＨ２）３－ＣＨ（ＣＨ２ＣＨ３）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、ネオデカ
ン酸銀（ＣＨ３－（ＣＨ２）５－Ｃ（ＣＨ３）２－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、シュウ酸銀（
ＡｇＯ－Ｃ（＝Ｏ）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）、又はマロン酸銀（ＡｇＯ－Ｃ（＝Ｏ）－Ｃ
Ｈ２－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）であることが好ましい。また、上記のシュウ酸銀（ＡｇＯ－
Ｃ（＝Ｏ）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）及びマロン酸銀（ＡｇＯ－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（
＝Ｏ）－ＯＡｇ）の２個の式「－ＣＯＯＡｇ」で表される基のうち、１個が式「－ＣＯＯ
Ｈ」で表される基となったもの（ＨＯ－Ｃ（＝Ｏ）－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ、ＨＯ－Ｃ（＝
Ｏ）－ＣＨ２－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＡｇ）も好ましい。
【００６８】
　カルボン酸銀（４）も、β－ケトカルボン酸銀（１）と同様に、乾燥処理や加熱（焼成
）処理等の後処理により形成された導電体（金属銀）において、残存する原料や不純物の
濃度をより低減できる。そして、還元剤と併用することで、より低温で分解して金属銀を
形成する。
【００６９】
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　本発明において、カルボン酸銀（４）は、一種を単独で使用してもよいし、二種以上を
併用してもよい。二種以上を併用する場合、その組み合わせ及び比率は、任意に調節でき
る。
【００７０】
　銀インク組成物において、金属銀の形成材料に由来する銀の含有量は、５質量％以上で
あることが好ましく、１０質量％以上であることがより好ましい。このような範囲である
ことで、形成された導電層１２は品質により優れたものとなる。前記銀の含有量の上限値
は、本発明の効果を損なわない限り特に限定されないが、取り扱い性等を考慮すると２５
質量％であることが好ましい。
　なお、本明細書において、「金属銀の形成材料に由来する銀」とは、特に断りの無い限
り、銀インク組成物の製造時に配合された金属銀の形成材料中の銀を意味し、配合後に引
き続き金属銀の形成材料を構成している銀と、配合後に金属銀の形成材料が分解して生じ
た分解物中の銀及び銀自体と、の両方を含む概念とする。
【００７１】
［含窒素化合物］
　前記銀インク組成物は、特に金属銀の形成材料が前記カルボン酸銀である場合、金属銀
の形成材料以外に、さらに、炭素数２５以下のアミン化合物及び第４級アンモニウム塩、
アンモニア、並びに前記アミン化合物又はアンモニアが酸と反応してなるアンモニウム塩
からなる群から選択される一種以上の含窒素化合物（以下、単に「含窒素化合物」と略記
することがある）が配合されてなるものが好ましい。
　以下、炭素数２５以下のアミン化合物を「アミン化合物」、炭素数２５以下の第４級ア
ンモニウム塩を「第４級アンモニウム塩」、炭素数２５以下のアミン化合物が酸と反応し
てなるアンモニウム塩を「アミン化合物由来のアンモニウム塩」、アンモニアが酸と反応
してなるアンモニウム塩を「アンモニア由来のアンモニウム塩」と略記することがある。
【００７２】
（アミン化合物、第４級アンモニウム塩）
　前記アミン化合物は、炭素数が１～２５であり、第１級アミン、第２級アミン及び第３
級アミンのいずれでもよい。また、前記第４級アンモニウム塩は、炭素数が４～２５であ
る。前記アミン化合物及び第４級アンモニウム塩は、鎖状及び環状のいずれでもよい。ま
た、アミン部位又はアンモニウム塩部位を構成する窒素原子（例えば、第１級アミンのア
ミノ基（－ＮＨ２）を構成する窒素原子）の数は１個でもよいし、２個以上でもよい。
【００７３】
　前記第１級アミンとしては、１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよいモノ
アルキルアミン、モノアリールアミン、モノ（ヘテロアリール）アミン、ジアミン等が例
示できる。
【００７４】
　前記モノアルキルアミンを構成するアルキル基は、直鎖状、分岐鎖状及び環状のいずれ
でもよく、Ｒにおける前記アルキル基と同様のものが例示でき、炭素数が１～１９の直鎖
状若しくは分岐鎖状のアルキル基、又は炭素数が３～７の環状のアルキル基であることが
好ましい。
　好ましい前記モノアルキルアミンとして、具体的には、ｎ－ブチルアミン、ｎ－へキシ
ルアミン、ｎ－オクチルアミン、ｎ－ドデシルアミン、ｎ－オクタデシルアミン、ｓｅｃ
－ブチルアミン、ｔｅｒｔ－ブチルアミン、３－アミノペンタン、３－メチルブチルアミ
ン、２－アミノオクタン、２－エチルヘキシルアミン、１，２－ジメチル－ｎ－プロピル
アミンが例示できる。
【００７５】
　前記モノアリールアミンを構成するアリール基としては、フェニル基、１－ナフチル基
、２－ナフチル基等が例示でき、炭素数が６～１０であることが好ましい。
【００７６】
　前記モノ（ヘテロアリール）アミンを構成するヘテロアリール基は、芳香族環骨格を構
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成する原子として、ヘテロ原子を有するものであり、前記ヘテロ原子としては、窒素原子
、硫黄原子、酸素原子、ホウ素原子が例示できる。また、芳香族環骨格を構成する前記へ
テロ原子の数は特に限定されず、１個でもよいし、２個以上でもよい。２個以上である場
合、これらへテロ原子は互いに同一でも異なっていてもよい。すなわち、これらへテロ原
子は、すべて同じでもよいし、すべて異なっていてもよく、一部だけ異なっていてもよい
。
　前記ヘテロアリール基は、単環状及び多環状のいずれでもよく、その環員数（環骨格を
構成する原子の数）も特に限定されないが、３～１２員環であることが好ましい。
【００７７】
　前記ヘテロアリール基で、窒素原子を１～４個有する単環状のものとしては、ピロリル
基、ピロリニル基、イミダゾリル基、ピラゾリル基、ピリジル基、ピリミジル基、ピラジ
ニル基、ピリダジニル基、トリアゾリル基、テトラゾリル基、ピロリジニル基、イミダゾ
リジニル基、ピペリジニル基、ピラゾリジニル基、ピペラジニル基が例示でき、３～８員
環であることが好ましく、５～６員環であることがより好ましい。
　前記ヘテロアリール基で、酸素原子を１個有する単環状のものとしては、フラニル基が
例示でき、３～８員環であることが好ましく、５～６員環であることがより好ましい。
　前記ヘテロアリール基で、硫黄原子を１個有する単環状のものとしては、チエニル基が
例示でき、３～８員環であることが好ましく、５～６員環であることがより好ましい。
　前記ヘテロアリール基で、酸素原子を１～２個及び窒素原子を１～３個有する単環状の
ものとしては、オキサゾリル基、イソオキサゾリル基、オキサジアゾリル基、モルホリニ
ル基が例示でき、３～８員環であることが好ましく、５～６員環であることがより好まし
い。
　前記ヘテロアリール基で、硫黄原子を１～２個及び窒素原子を１～３個有する単環状の
ものとしては、チアゾリル基、チアジアゾリル基、チアゾリジニル基が例示でき、３～８
員環であることが好ましく、５～６員環であることがより好ましい。
　前記ヘテロアリール基で、窒素原子を１～５個有する多環状のものとしては、インドリ
ル基、イソインドリル基、インドリジニル基、ベンズイミダゾリル基、キノリル基、イソ
キノリル基、インダゾリル基、ベンゾトリアゾリル基、テトラゾロピリジル基、テトラゾ
ロピリダジニル基、ジヒドロトリアゾロピリダジニル基が例示でき、７～１２員環である
ことが好ましく、９～１０員環であることがより好ましい。
　前記ヘテロアリール基で、硫黄原子を１～３個有する多環状のものとしては、ジチアナ
フタレニル基、ベンゾチオフェニル基が例示でき、７～１２員環であることが好ましく、
９～１０員環であることがより好ましい。
　前記ヘテロアリール基で、酸素原子を１～２個及び窒素原子を１～３個有する多環状の
ものとしては、ベンゾオキサゾリル基、ベンゾオキサジアゾリル基が例示でき、７～１２
員環であることが好ましく、９～１０員環であることがより好ましい。
　前記ヘテロアリール基で、硫黄原子を１～２個及び窒素原子を１～３個有する多環状の
ものとしては、ベンゾチアゾリル基、ベンゾチアジアゾリル基が例示でき、７～１２員環
であることが好ましく、９～１０員環であることがより好ましい。
【００７８】
　前記ジアミンは、アミノ基を２個有していればよく、２個のアミノ基の位置関係は特に
限定されない。好ましい前記ジアミンとしては、前記モノアルキルアミン、モノアリール
アミン又はモノ（ヘテロアリール）アミンにおいて、アミノ基（－ＮＨ２）を構成する水
素原子以外の１個の水素原子が、アミノ基で置換されたものが例示できる。
　前記ジアミンは炭素数が１～１０であることが好ましく、より好ましいものとしてはエ
チレンジアミン、１，３－ジアミノプロパン、１，４－ジアミノブタンが例示できる。
【００７９】
　前記第２級アミンとしては、１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよいジア
ルキルアミン、ジアリールアミン、ジ（ヘテロアリール）アミン等が例示できる。
【００８０】
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　前記ジアルキルアミンを構成するアルキル基は、前記モノアルキルアミンを構成するア
ルキル基と同様であり、炭素数が１～９の直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基、又は炭
素数が３～７の環状のアルキル基であることが好ましい。また、ジアルキルアミン一分子
中の２個のアルキル基は、互いに同一でも異なっていてもよい。
　好ましい前記ジアルキルアミンとして、具体的には、Ｎ－メチル－ｎ－ヘキシルアミン
、ジイソブチルアミン、ジ（２－エチルへキシル）アミンが例示できる。
【００８１】
　前記ジアリールアミンを構成するアリール基は、前記モノアリールアミンを構成するア
リール基と同様であり、炭素数が６～１０であることが好ましい。また、ジアリールアミ
ン一分子中の２個のアリール基は、互いに同一でも異なっていてもよい。
【００８２】
　前記ジ（ヘテロアリール）アミンを構成するヘテロアリール基は、前記モノ（ヘテロア
リール）アミンを構成するヘテロアリール基と同様であり、６～１２員環であることが好
ましい。また、ジ（ヘテロアリール）アミン一分子中の２個のヘテロアリール基は、互い
に同一でも異なっていてもよい。
【００８３】
　前記第３級アミンとしては、１個以上の水素原子が置換基で置換されていてもよいトリ
アルキルアミン、ジアルキルモノアリールアミン等が例示できる。
【００８４】
　前記トリアルキルアミンを構成するアルキル基は、前記モノアルキルアミンを構成する
アルキル基と同様であり、炭素数が１～１９の直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基、又
は炭素数が３～７の環状のアルキル基であることが好ましい。また、トリアルキルアミン
一分子中の３個のアルキル基は、互いに同一でも異なっていてもよい。すなわち、３個の
アルキル基は、すべてが同じでもよいし、すべてが異なっていてもよく、一部だけが異な
っていてもよい。
　好ましい前記トリアルキルアミンとして、具体的には、Ｎ，Ｎ－ジメチル－ｎ－オクタ
デシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルシクロヘキシルアミンが例示できる。
【００８５】
　前記ジアルキルモノアリールアミンを構成するアルキル基は、前記モノアルキルアミン
を構成するアルキル基と同様であり、炭素数が１～６の直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキ
ル基、又は炭素数が３～７の環状のアルキル基であることが好ましい。また、ジアルキル
モノアリールアミン一分子中の２個のアルキル基は、互いに同一でも異なっていてもよい
。
　前記ジアルキルモノアリールアミンを構成するアリール基は、前記モノアリールアミン
を構成するアリール基と同様であり、炭素数が６～１０であることが好ましい。
【００８６】
　本発明において、前記第４級アンモニウム塩としては、１個以上の水素原子が置換基で
置換されていてもよいハロゲン化テトラアルキルアンモニウム等が例示できる。
　前記ハロゲン化テトラアルキルアンモニウムを構成するアルキル基は、前記モノアルキ
ルアミンを構成するアルキル基と同様であり、炭素数が１～１９であることが好ましい。
また、ハロゲン化テトラアルキルアンモニウム一分子中の４個のアルキル基は、互いに同
一でも異なっていてもよい。すなわち、４個のアルキル基は、すべてが同じでもよいし、
すべてが異なっていてもよく、一部だけが異なっていてもよい。
　前記ハロゲン化テトラアルキルアンモニウムを構成するハロゲンとしては、フッ素、塩
素、臭素、ヨウ素が例示できる。
　好ましい前記ハロゲン化テトラアルキルアンモニウムとして、具体的には、ドデシルト
リメチルアンモニウムブロミドが例示できる。
【００８７】
　ここまでは、主に鎖状のアミン化合物及び第４級有機アンモニウム塩について説明した
が、前記アミン化合物及び第４級アンモニウム塩は、アミン部位又はアンモニウム塩部位
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を構成する窒素原子が環骨格構造（複素環骨格構造）の一部であるようなヘテロ環化合物
であってもよい。すなわち、前記アミン化合物は環状アミンでもよく、前記第４級アンモ
ニウム塩は環状アンモニウム塩でもよい。この時の環（アミン部位又はアンモニウム塩部
位を構成する窒素原子を含む環）構造は、単環状及び多環状のいずれでもよく、その環員
数（環骨格を構成する原子の数）も特に限定されず、脂肪族環及び芳香族環のいずれでも
よい。
　環状アミンであれば、好ましいものとして、ピリジンが例示できる。
【００８８】
　前記第１級アミン、第２級アミン、第３級アミン及び第４級アンモニウム塩において、
「置換基で置換されていてもよい水素原子」とは、アミン部位又はアンモニウム塩部位を
構成する窒素原子に結合している水素原子以外の水素原子である。この時の置換基の数は
特に限定されず、１個でもよいし、２個以上でもよく、前記水素原子のすべてが置換基で
置換されていてもよい。置換基の数が複数の場合には、これら複数個の置換基は互いに同
一でも異なっていてもよい。すなわち、複数個の置換基はすべて同じでもよいし、すべて
異なっていてもよく、一部だけが異なっていてもよい。また、置換基の位置も特に限定さ
れない。
【００８９】
　前記アミン化合物及び第４級アンモニウム塩における前記置換基としては、アルキル基
、アリール基、ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基、水酸基、トリフルオロメチル基（－
ＣＦ３）等が例示できる。ここで、ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素
原子、ヨウ素原子が例示できる。
【００９０】
　前記モノアルキルアミンを構成するアルキル基が置換基を有する場合、かかるアルキル
基は、置換基としてアリール基を有する、炭素数が１～９の直鎖状若しくは分岐鎖状のア
ルキル基、又は置換基として好ましくは炭素数が１～５のアルキル基を有する、炭素数が
３～７の環状のアルキル基が好ましく、このような置換基を有するモノアルキルアミンと
して、具体的には、２－フェニルエチルアミン、ベンジルアミン、２，３－ジメチルシク
ロヘキシルアミンが例示できる。
　また、置換基である前記アリール基及びアルキル基は、さらに１個以上の水素原子がハ
ロゲン原子で置換されていてもよく、このようなハロゲン原子で置換された置換基を有す
るモノアルキルアミンとしては、２－ブロモベンジルアミンが例示できる。ここで、前記
ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子が例示できる。
【００９１】
　前記モノアリールアミンを構成するアリール基が置換基を有する場合、かかるアリール
基は、置換基としてハロゲン原子を有する、炭素数が６～１０のアリール基が好ましく、
このような置換基を有するモノアリールアミンとして、具体的には、ブロモフェニルアミ
ンが例示できる。ここで、前記ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子
、ヨウ素原子が例示できる。
【００９２】
　前記ジアルキルアミンを構成するアルキル基が置換基を有する場合、かかるアルキル基
は、置換基として水酸基又はアリール基を有する、炭素数が１～９の直鎖状若しくは分岐
鎖状のアルキル基が好ましく、このような置換基を有するジアルキルアミンとして、具体
的には、ジエタノールアミン、Ｎ－メチルベンジルアミンが例示できる。
【００９３】
　前記アミン化合物は、ｎ－プロピルアミン、ｎ－ブチルアミン、ｎ－へキシルアミン、
ｎ－オクチルアミン、ｎ－ドデシルアミン、ｎ－オクタデシルアミン、ｓｅｃ－ブチルア
ミン、ｔｅｒｔ－ブチルアミン、３－アミノペンタン、３－メチルブチルアミン、２－ア
ミノオクタン、２－エチルヘキシルアミン、２－フェニルエチルアミン、エチレンジアミ
ン、１，３－ジアミノプロパン、１，４－ジアミノブタン、Ｎ－メチル－ｎ－ヘキシルア
ミン、ジイソブチルアミン、Ｎ－メチルベンジルアミン、ジ（２－エチルへキシル）アミ
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ン、１，２－ジメチル－ｎ－プロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－ｎ－オクタデシルアミ
ン又はＮ，Ｎ－ジメチルシクロヘキシルアミンであることが好ましい。
　また、後述するように、二酸化炭素を供給して銀インク組成物を調製する場合には、二
酸化炭素供給時において、銀インク組成物（第二の混合物）中の成分がより均一に分散し
て、品質が安定することから、前記アミン化合物は分岐鎖状のアルキル基を有するものが
好ましい。
【００９４】
（アミン化合物由来のアンモニウム塩）
　本発明において、前記アミン化合物由来のアンモニウム塩は、前記アミン化合物が酸と
反応してなるアンモニウム塩であり、前記酸は、塩酸、硫酸、硝酸等の無機酸でもよいし
、酢酸等の有機酸でもよく、酸の種類は特に限定されない。
　前記アミン化合物由来のアンモニウム塩としては、ｎ－プロピルアミン塩酸塩、Ｎ－メ
チル－ｎ－ヘキシルアミン塩酸塩、Ｎ，Ｎ－ジメチル－ｎ－オクタデシルアミン塩酸塩等
が例示できるが、これらに限定されない。
【００９５】
（アンモニア由来のアンモニウム塩）
　本発明において、前記アンモニア由来のアンモニウム塩は、アンモニアが酸と反応して
なるアンモニウム塩であり、ここで酸としては、前記アミン化合物由来のアンモニウム塩
の場合と同じものが例示できる。
　前記アンモニア由来のアンモニウム塩としては、塩化アンモニウム等が例示できるが、
これに限定されない。
【００９６】
　本発明においては、前記アミン化合物、第４級アンモニウム塩、アミン化合物由来のア
ンモニウム塩及びアンモニア由来のアンモニウム塩は、それぞれ一種を単独で使用しても
よいし、二種以上を併用してもよい。二種以上を併用する場合、その組み合わせ及び比率
は、任意に調節できる。
　そして、前記含窒素化合物としては、前記アミン化合物、第４級アンモニウム塩、アミ
ン化合物由来のアンモニウム塩及びアンモニア由来のアンモニウム塩からなる群から選択
される一種を単独で使用してもよいし、二種以上を併用してもよい。二種以上を併用する
場合、その組み合わせ及び比率は、任意に調節できる。
【００９７】
　銀インク組成物において、前記含窒素化合物の配合量は、前記カルボン酸銀の配合量１
モルあたり０．４～１５モルであることが好ましく、０．８～５モルであることがより好
ましい。
　前記含窒素化合物の配合量を上記のように規定することで、銀インク組成物は安定性が
より向上し、導電層（導電体、金属銀）の品質がより向上する。さらに、高温による加熱
処理を行わなくても、より安定して導電層を形成できる。
【００９８】
［還元剤］
　銀インク組成物は、前記金属銀の形成材料以外に、さらに還元剤が配合されてなるもの
が好ましい。還元剤を配合することで、前記銀インク組成物は、金属銀をより形成し易く
なり、例えば、低温での加熱処理でも十分な導電性を有する導電層（導電体、金属銀）を
形成できる。
【００９９】
　前記還元剤は、シュウ酸、ヒドラジン及び下記一般式（５）で表される化合物（以下、
「化合物（５）」と略記することがある）からなる群から選択される一種以上の還元性化
合物（以下、単に「還元性化合物」と略記することがある）であることが好ましい。
　Ｈ－Ｃ（＝Ｏ）－Ｒ２１　・・・・（５）
　（式中、Ｒ２１は、炭素数２０以下のアルキル基、アルコキシ基若しくはＮ，Ｎ－ジア
ルキルアミノ基、水酸基又はアミノ基である。）
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（還元性化合物）
　前記還元性化合物は、シュウ酸（ＨＯＯＣ－ＣＯＯＨ）、ヒドラジン（Ｈ２Ｎ－ＮＨ２

）及び前記一般式（５）で表される化合物（化合物（５））からなる群から選択される一
種以上のものである。すなわち、配合される還元性化合物は、一種のみでよいし、二種以
上でもよく、二種以上を併用する場合、その組み合わせ及び比率は、任意に調節できる。
【０１０１】
　式中、Ｒ２１は、炭素数２０以下のアルキル基、アルコキシ基若しくはＮ，Ｎ－ジアル
キルアミノ基、水酸基又はアミノ基である。
　Ｒ２１における炭素数２０以下のアルキル基は、炭素数が１～２０であり、直鎖状、分
岐鎖状及び環状のいずれでもよく、前記一般式（１）のＲにおける前記アルキル基と同様
のものが例示できる。
【０１０２】
　Ｒ２１における炭素数２０以下のアルコキシ基は、炭素数が１～２０であり、Ｒ２１に
おける前記アルキル基が酸素原子に結合してなる一価の基が例示できる。
【０１０３】
　Ｒ２１における炭素数２０以下のＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ基は、炭素数が２～２０で
あり、窒素原子に結合している２個のアルキル基は、互いに同一でも異なっていてもよく
、該アルキル基はそれぞれ炭素数が１～１９である。ただし、これら２個のアルキル基の
炭素数の合計値が２～２０である。
　窒素原子に結合している前記アルキル基は、それぞれ直鎖状、分岐鎖状及び環状のいず
れでもよく、炭素数が１～１９である点以外は、前記一般式（１）のＲにおける前記アル
キル基と同様のものが例示できる。
【０１０４】
　前記還元性化合物として、ヒドラジンは、一水和物（Ｈ２Ｎ－ＮＨ２・Ｈ２Ｏ）を用い
てもよい。
【０１０５】
　前記還元性化合物は、ギ酸（Ｈ－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＨ）、ギ酸メチル（Ｈ－Ｃ（＝Ｏ）－
ＯＣＨ３）、ギ酸エチル（Ｈ－Ｃ（＝Ｏ）－ＯＣＨ２ＣＨ３）、ギ酸ブチル（Ｈ－Ｃ（＝
Ｏ）－Ｏ（ＣＨ２）３ＣＨ３）、プロパナール（Ｈ－Ｃ（＝Ｏ）－ＣＨ２ＣＨ３）、ブタ
ナール（Ｈ－Ｃ（＝Ｏ）－（ＣＨ２）２ＣＨ３）、ヘキサナール（Ｈ－Ｃ（＝Ｏ）－（Ｃ
Ｈ２）４ＣＨ３）、ホルムアミド（Ｈ－Ｃ（＝Ｏ）－ＮＨ２）、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルム
アミド（Ｈ－Ｃ（＝Ｏ）－Ｎ（ＣＨ３）２）又はシュウ酸であることが好ましい。
【０１０６】
　銀インク組成物において、還元剤の配合量は、前記金属銀の形成材料の配合量１モルあ
たり０．０４～３．５モルであることが好ましく、０．０６～２．５モルであることがよ
り好ましい。このように規定することで、銀インク組成物は、より容易に、より安定して
導電層を形成できる。
【０１０７】
［アルコール］
　銀インク組成物は、前記金属銀の形成材料以外に、さらにアルコールが配合されてなる
ものでもよい。
【０１０８】
　前記アルコールは、下記一般式（２）で表されるアセチレンアルコール類（以下、「ア
セチレンアルコール（２）」と略記することがある）であることが好ましい。
【０１０９】
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【化３】

　（式中、Ｒ’及びＲ’’は、それぞれ独立に炭素数１～２０のアルキル基、又は１個以
上の水素原子が置換基で置換されていてもよいフェニル基である。）
【０１１０】
（アセチレンアルコール（２））
　アセチレンアルコール（２）は、前記一般式（２）で表される。
　式中、Ｒ’及びＲ’’は、それぞれ独立に炭素数１～２０のアルキル基、又は１個以上
の水素原子が置換基で置換されていてもよいフェニル基である。
　Ｒ’及びＲ’’における炭素数１～２０のアルキル基は、直鎖状、分岐鎖状及び環状の
いずれでもよく、環状である場合、単環状及び多環状のいずれでもよい。Ｒ’及びＲ’’
における前記アルキル基としては、Ｒにおける前記アルキル基と同様のものが例示できる
。
【０１１１】
　Ｒ’及びＲ’’におけるフェニル基の水素原子が置換されていてもよい前記置換基とし
ては、炭素数が１～１６の飽和又は不飽和の一価の脂肪族炭化水素基、該脂肪族炭化水素
基が酸素原子に結合してなる一価の基、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、水酸基、シア
ノ基、フェノキシ基等が例示でき、Ｒにおけるフェニル基の水素原子が置換されていても
よい前記置換基と同様である。そして、置換基の数及び位置は特に限定されず、置換基の
数が複数である場合、これら複数個の置換基は互いに同一でも異なっていてもよい。
【０１１２】
　Ｒ’及びＲ’’は、炭素数１～２０のアルキル基であることが好ましく、炭素数１～１
０の直鎖状又は分岐鎖状のアルキル基であることがより好ましい。
【０１１３】
　好ましいアセチレンアルコール（２）としては、３，５－ジメチル－１－ヘキシン－３
－オール、３－メチル－１－ブチン－３－オール、３－メチル－１－ペンチン－３－オー
ルが例示できる。
【０１１４】
　アセチレンアルコール（２）を用いる場合、銀インク組成物において、アセチレンアル
コール（２）の配合量は、前記金属銀の形成材料の配合量１モルあたり０．０３～０．７
モルであることが好ましく、０．０５～０．３モルであることがより好ましい。このよう
な範囲とすることで、銀インク組成物の安定性がより向上する。
【０１１５】
　前記アルコールは、一種を単独で使用してもよいし、二種以上を併用してもよい。二種
以上を併用する場合で、その組み合わせ及び比率は、任意に調節できる。
【０１１６】
　銀インク組成物は、前記金属銀の形成材料、含窒素化合物、還元剤及びアルコール以外
の、その他の成分が配合されてなるものでもよい。
　銀インク組成物における前記その他の成分は、目的に応じて任意に選択でき、特に限定
されず、好ましいものとしては、アルコール以外の溶媒が例示でき、配合成分の種類や量
に応じて任意に選択できる。
　銀インク組成物における前記その他の成分は、一種を単独で使用してもよいし、二種以
上を併用してもよい。二種以上を併用する場合で、その組み合わせ及び比率は、任意に調
節できる。
　銀インク組成物において、配合成分の総量に対する前記その他の成分の配合量の割合は
、１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがより好ましい。
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【０１１７】
　銀インク組成物中の成分は、すべて溶解していてもよいし、一部又はすべてが溶解して
いなくてもよいが、溶解していない成分は、均一に分散されていることが好ましい。
【０１１８】
　銀インク組成物は、前記金属銀の形成材料、及び前記金属銀の形成材料以外の成分を配
合することで得られる。
　各成分の配合時には、すべての成分を添加してからこれらを混合してもよいし、一部の
成分を順次添加しながら混合してもよく、すべての成分を順次添加しながら混合してもよ
い。
　混合方法は特に限定されず、撹拌子又は撹拌翼等を回転させて混合する方法、ミキサー
を使用して混合する方法、超音波を加えて混合する方法等、公知の方法から適宜選択すれ
ばよい。
【０１１９】
　配合時の温度は、各配合成分が劣化しない限り特に限定されないが、－５～６０℃であ
ることが好ましい。
　また、配合時間（混合時間）も、各配合成分が劣化しない限り特に限定されないが、５
分～５時間であることが好ましい。
【０１２０】
［二酸化炭素］
　銀インク組成物は、さらに二酸化炭素が供給されてなるものでもよい。このような銀イ
ンク組成物は高粘度となり、例えば、フレキソ印刷法、スクリーン印刷法、グラビア印刷
法、グラビアオフセット印刷法、パッド印刷法等の、インクを厚盛りすることが必要な印
刷法への適用に好適である。
【０１２１】
　二酸化炭素は、銀インク組成物製造時のいずれの時期に供給してもよい。
　そして、本発明においては、例えば、前記金属銀の形成材料及び含窒素化合物が配合さ
れてなる第一の混合物に、二酸化炭素を供給して第二の混合物とし、必要に応じて前記第
二の混合物に、さらに、前記還元剤を配合して、銀インク組成物を製造することが好まし
い。また、前記アルコール又はその他の成分を配合する場合、これらは、第一の混合物及
び第二の混合物のいずれか一方又は両方の製造時に配合でき、目的に応じて任意に選択で
きる。
【０１２２】
　前記第一の混合物は、配合成分が異なる点以外は、上記の銀インク組成物と同様の方法
で製造できる。
【０１２３】
　第一の混合物は、配合成分がすべて溶解していてもよいし、一部の成分が溶解せずに分
散した状態であってもよいが、配合成分がすべて溶解していることが好ましく、溶解して
いない成分は均一に分散していることが好ましい。
【０１２４】
　第一の混合物製造時の配合温度は、各配合成分が劣化しない限り特に限定されないが、
－５～３０℃であることが好ましい。また、配合時間は、配合成分の種類や配合時の温度
に応じて適宜調節すればよいが、例えば、０．５～１２時間であることが好ましい。
【０１２５】
　第一の混合物に供給される二酸化炭素（ＣＯ２）は、ガス状及び固形状（ドライアイス
）のいずれでもよく、ガス状及び固形状の両方でもよい。二酸化炭素が供給されることに
より、この二酸化炭素が第一の混合物に溶け込み、第一の混合物中の成分に作用すること
で、得られる第二の混合物の粘度が上昇すると推測される。
【０１２６】
　二酸化炭素ガスの供給は、液体中にガスを吹き込む公知の各種方法で行えばよく、適し
た供給方法を適宜選択すればよい。例えば、配管の一端を第一の混合物中に浸漬し、他端
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を二酸化炭素ガスの供給源に接続して、この配管を通じて二酸化炭素ガスを第一の混合物
に供給する方法が例示できる。この時、配管の端部から直接二酸化炭素ガスを供給しても
よいが、例えば、多孔質性のものなど、ガスの流路となり得る空隙部が多数設けられ、導
入されたガスを拡散させて微小な気泡として放出することが可能なガス拡散部材を配管の
端部に接続し、このガス拡散部材を介して二酸化炭素ガスを供給してもよい。また、第一
の混合物の製造時と同様の方法で、第一の混合物を撹拌しながら二酸化炭素ガスを供給し
てもよい。このようにすることで、効率的に二酸化炭素を供給できる。
【０１２７】
　二酸化炭素ガスの供給量は、供給先の第一の混合物の量や、目的とする銀インク組成物
又は第二の混合物の粘度に応じて適宜調節すればよく、特に限定されない。例えば、２０
～２５℃における粘度が５Ｐａ・ｓ以上である銀インク組成物を１００～１０００ｇ程度
得るためには、二酸化炭素ガスを１００Ｌ以上供給することが好ましく、２００Ｌ以上供
給することがより好ましい。なお、ここでは銀インク組成物の２０～２５℃における粘度
について説明したが、銀インク組成物の使用時の温度は、２０～２５℃に限定されるもの
ではなく、任意に選択できる。
【０１２８】
　二酸化炭素ガスの流量は、必要とされる二酸化炭素ガスの供給量を考慮して適宜調節す
ればよいが、第一の混合物１ｇあたり０．５ｍＬ／分以上であることが好ましく、１ｍＬ
／分以上であることがより好ましい。流量の上限値は特に限定されないが、取り扱い性等
を考慮すると、混合物１ｇあたり４０ｍＬ／分であることが好ましい。
　そして、二酸化炭素ガスの供給時間は、必要とされる二酸化炭素ガスの供給量や、流量
を考慮して適宜調節すればよい
【０１２９】
　二酸化炭素ガス供給時の第一の混合物の温度は、５～７０℃であることが好ましく、７
～６０℃であることがより好ましく、１０～５０℃であることが特に好ましい。前記温度
が前記下限値以上であることで、より効率的に二酸化炭素を供給でき、前記温度が前記上
限値以下であることで、不純物が少ないより良好な品質の銀インク組成物が得られる。
【０１３０】
　二酸化炭素ガスの流量及び供給時間、並びに二酸化炭素ガス供給時の前記温度は、それ
ぞれの値を相互に考慮しながら適した範囲に調節すればよい。例えば、前記温度を低めに
設定しても、二酸化炭素ガスの流量を多めに設定するか、二酸化炭素ガスの供給時間を長
めに設定することで、あるいはこの両方を行うことで、効率的に二酸化炭素を供給できる
。また、二酸化炭素ガスの流量を少なめに設定しても、前記温度を高めにするか、二酸化
炭素ガスの供給時間を長めに設定することで、あるいはこの両方を行うことで、効率的に
二酸化炭素を供給できる。すなわち、二酸化炭素ガスの流量、二酸化炭素ガス供給時の前
記温度として例示した上記数値範囲の中の数値を、二酸化炭素ガスの供給時間も考慮しつ
つ柔軟に組み合わせることで、良好な品質の銀インク組成物が効率的に得られる。
【０１３１】
　二酸化炭素ガスの供給は、第一の混合物を撹拌しながら行うことが好ましい。このよう
にすることで、供給した二酸化炭素ガスがより均一に第一の混合物中に拡散し、より効率
的に二酸化炭素を供給できる。
　この時の撹拌方法は、二酸化炭素を用いない上記の銀インク組成物の製造時における前
記混合方法の場合と同様でよい。
【０１３２】
　ドライアイス（固形状二酸化炭素）の供給は、第一の混合物中にドライアイスを添加す
ることで行えばよい。ドライアイスは、全量を一括して添加してもよいし、分割して段階
的に（添加を行わない時間帯を挟んで連続的に）添加してもよい。
　ドライアイスの使用量は、上記の二酸化炭素ガスの供給量を考慮して調節すればよい。
　ドライアイスの添加中及び添加後は、第一の混合物を撹拌することが好ましく、例えば
、二酸化炭素を用いない上記の銀インク組成物の製造時と同様の方法で撹拌することが好
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ましい。このようにすることで、効率的に二酸化炭素を供給できる。
　撹拌時の温度は、二酸化炭素ガス供給時と同様でよい。また、撹拌時間は、撹拌温度に
応じて適宜調節すればよい。
【０１３３】
　第二の混合物の粘度は、銀インク組成物又は第二の混合物の取り扱い方法など、目的に
応じて適宜調節すればよく、特に限定されない。例えば、銀インク組成物をスクリーン印
刷法、フレキソ印刷法等の高粘度インクを使用する印刷法へ適用する場合には、第二の混
合物の２０～２５℃における粘度は、３Ｐａ・ｓ以上であることが好ましい。なお、ここ
では第二の混合物の２０～２５℃における粘度について説明したが、第二の混合物の使用
時の温度は、２０～２５℃に限定されるものではなく、任意に選択できる。
【０１３４】
　前記第二の混合物には、さらに、必要に応じて前記還元剤、アルコール及びその他の成
分からなる群から選択される一種以上を配合して、銀インク組成物とすることができる。
　このときの銀インク組成物は、配合成分が異なる点以外は、二酸化炭素を用いない上記
の銀インク組成物と同様の方法で製造できる。そして、得られた銀インク組成物は、配合
成分がすべて溶解していてもよいし、一部の成分が溶解せずに分散した状態であってもよ
いが、配合成分がすべて溶解していることが好ましく、溶解していない成分は均一に分散
していることが好ましい。
【０１３５】
　前記還元剤配合時の温度は、各配合成分が劣化しない限り特に限定されないが、－５～
６０℃であることが好ましい。また、配合時間は、配合成分の種類や配合時の温度に応じ
て適宜調節すればよいが、例えば、０．５～１２時間であることが好ましい。
【０１３６】
　前記その他の成分は、先に説明したように、前記第一の混合物及び第二の混合物のいず
れかの製造時に配合されてもよく、両方の製造時に配合されてもよい。すなわち、第一の
混合物及び第二の混合物を経て銀インク組成物を製造する過程において、二酸化炭素以外
の配合成分の総量に対する前記その他の成分の配合量の割合（［その他の成分（質量）］
／［金属銀の形成材料、含窒素化合物、還元剤、アルコール、及びその他の成分（質量）
］×１００）は、１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがより
好ましく、０質量、すなわちその他の成分を配合しなくても、銀インク組成物は十分にそ
の効果を発現する。
【０１３７】
　例えば、還元剤の配合時には、得られる配合物（銀インク組成物）は比較的発熱し易い
。そして、還元剤の配合時の温度が高い場合、この配合物は、後述する銀インク組成物の
加熱処理時と同様の状態になるため、還元剤による前記カルボン酸銀の分解促進作用によ
って、前記カルボン酸銀の少なくとも一部において金属銀の形成が開始されることがある
と推測される。このような金属銀を含有する銀インク組成物は、導電層形成時において、
金属銀を含有しない銀インク組成物よりも温和な条件で後処理を行うことにより、導電層
（導電体）を形成できることがある。また、還元剤の配合量が十分に多い場合にも、同様
に温和な条件で後処理を行うことにより、導電層を形成できることがある。このように、
前記カルボン酸銀の分解を促進する条件を採用することで、後処理として、より低温での
加熱処理で、あるいは加熱処理を行わずに常温での乾燥処理のみで、導電層を形成できる
ことがある。また、このような金属銀を含有する銀インク組成物は、金属銀を含有しない
銀インク組成物と同様に取り扱うことができ、特に取り扱い性が劣ることもない。
【０１３８】
　本発明においては、還元剤を滴下しながら配合することが好ましく、さらに滴下速度の
変動を抑制することで、導電層の表面粗さをより低減できる傾向にある。
【０１３９】
　二酸化炭素が供給されてなる銀インク組成物は、例えば、銀インク組成物をスクリーン
印刷法、フレキソ印刷法等の高粘度インクを使用する印刷法へ適用する場合には、２０～



(24) JP 6105352 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

２５℃における粘度が、１Ｐａ・ｓ以上であることが好ましい。
【０１４０】
　銀インク組成物は、例えば、印刷法、塗布法、浸漬法等の公知の方法で基材上に付着さ
せることができる。
　前記印刷法としては、スクリーン印刷法、フレキソ印刷法、オフセット印刷法、ディッ
プ式印刷法、インクジェット式印刷法、ディスペンサー式印刷法、グラビア印刷法、グラ
ビアオフセット印刷法、パッド印刷法等が例示できる。
　前記塗布法としては、スピンコーター、エアーナイフコーター、カーテンコーター、ダ
イコーター、ブレードコーター、ロールコーター、ゲートロールコーター、バーコーター
、ロッドコーター、グラビアコーター等の各種コーターや、ワイヤーバー等を用いる方法
が例示できる。
【０１４１】
　上記の導電層を形成する工程においては、基材１１上に付着させる銀インク組成物の量
、又は銀インク組成物における前記金属銀の形成材料の配合量を調節することで、導電層
１２の厚さを調節できる。
【０１４２】
　基材１１上に付着させた銀インク組成物を乾燥処理する場合には、公知の方法で行えば
よく、例えば、常圧下、減圧下及び送風条件下のいずれで行ってもよく、大気下及び不活
性ガス雰囲気下のいずれでおこなってもよい。そして、乾燥温度も特に限定されず、加熱
乾燥及び常温乾燥のいずれでもよい。加熱処理が不要な場合の好ましい乾燥方法としては
、１８～３０℃で大気下において乾燥させる方法が例示できる。
【０１４３】
　基材１１上に付着させた銀インク組成物を加熱（焼成）処理する場合、その条件は、銀
インク組成物の配合成分の種類に応じて適宜調節すればよい。通常は、加熱温度が６０～
２００℃であることが好ましく、７０～１８０℃であることがより好ましい。加熱時間は
、加熱温度に応じて調節すればよいが、通常は、０．２～１２時間であることが好ましく
、０．４～１０時間であることがより好ましい。前記カルボン酸銀の中でもβ－ケトカル
ボン酸銀（１）は、例えば、酸化銀等の金属銀形成材料とは異なり、当該分野で公知の還
元剤等を使用しなくても、低温で分解する。そして、このような分解温度を反映して、前
記銀インク組成物は、上記のように、従来のものより極めて低温で金属銀を形成できる。
【０１４４】
　銀インク組成物の加熱処理の方法は特に限定されず、例えば、電気炉による加熱、感熱
方式の熱ヘッドによる加熱、遠赤外線照射による加熱等で行うことができる。また、銀イ
ンク組成物の加熱処理は、大気下で行ってもよいし、不活性ガス雰囲気下で行ってもよい
。そして、常圧下及び減圧下のいずれで行ってもよい。
【０１４５】
　銀インク組成物を用いた場合の導電層１２は、銀インク組成物の前記後処理により形成
された導電体からなる層で、金属銀を主成分とするものである。ここで「金属銀を主成分
とする」とは、金属銀の比率が、見かけ上金属銀だけからなるとみなし得る程度に十分に
高いことを意味し、例えば、前記導電体中の金属銀の比率は９９質量％以上であることが
好ましい。
【０１４６】
　次に、オーバーコート層１３の形成方法について、より詳細に説明する。
　オーバーコート層１３は、上記のコート材料が配合されてなるコート用組成物を調製し
、これを先に説明したように、導電層１２を被覆するように基材１１上の所望の箇所に付
着させ（導電層１２上に積層し）、必要に応じて後処理を行うことで、オーバーコート層
１３を形成することが好ましい。
　コート用組成物中のコート材料は、一種のみでもよいし、二種以上でもよく、二種以上
である場合、その組み合わせ及び比率は、任意に調節できる。
【０１４７】



(25) JP 6105352 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

　コート材料は、樹脂の形成材料（モノマー又はベース樹脂）であることが好ましく、上
記のようにウレタンアクリレート樹脂及びエポキシアクリレート樹脂からなる群から選択
される一種以上であることがより好ましい。そして、上記のように、前記ウレタンアクリ
レート樹脂は、イソシアネート骨格含有ウレタンアクリレート樹脂であることが好ましく
、脂環状イソシアネート骨格含有ウレタンアクリレート樹脂であることがより好ましい。
また、前記エポキシアクリレート樹脂は、ビスフェノールＡタイプエポキシアクリレート
樹脂であることが好ましい。
【０１４８】
　コート材料が前記樹脂の形成材料である場合、コート用組成物は、樹脂の形成材料、開
始剤（重合開始剤）及び溶媒が配合されてなるものが好ましい。
　前記開始剤は、樹脂の形成材料の種類に応じて、公知のものから適宜選択すればよく、
特に限定されない。
　前記溶媒は、重合反応を阻害しないものであればよく、シクロヘキサノン、トルエン、
エタノール、２－プロパノール、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（
ＰＧＭＡｃ）、３，５，５－トリメチル－２－シクロヘキセン－１－オン（イソホロン）
、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン（ジアセトンアルコール）等、公知のも
のから適宜選択すればよい。
【０１４９】
　コート用組成物において、配合成分の総量に対する前記樹脂の形成材料の配合量の割合
は、３０～８５質量％であることが好ましく、４５～７５質量％であることがより好まし
い。
　また、コート用組成物において、開始剤の配合量は、樹脂の形成材料の配合量に対して
０．０１～０．１質量倍であることが好ましく、０．０２～０．０８質量倍であることが
より好ましい。
　また、コート用組成物において、溶媒の配合量は、樹脂の形成材料の配合量に対して０
．１～１質量倍であることが好ましく、０．２～０．８質量倍であることがより好ましい
。
【０１５０】
　コート用組成物は、前記樹脂の形成材料、開始剤及び溶媒以外の、その他の成分が配合
されてなるものでもよい。
　コート用組成物における前記その他の成分は、目的に応じて任意に選択でき、特に限定
されない。
　コート用組成物における前記その他の成分は、一種を単独で使用してもよいし、二種以
上を併用してもよい。二種以上を併用する場合で、その組み合わせ及び比率は、任意に調
節できる。
　コート用組成物において、配合成分の総量に対する前記その他の成分の配合量の割合は
、１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下であることがより好ましい。
【０１５１】
　コート用組成物は、前記コート材料、及び必要に応じて前記コート材料以外の成分（コ
ート材料として前記樹脂の形成材料を用いる場合には、開始剤、溶媒等）を配合すること
で得られる。
　各成分の配合方法及び配合条件は、配合成分が異なる点以外は、銀インク組成物の場合
と同様とすることができる。
【０１５２】
　コート用組成物は、銀インク組成物と同様の方法で、基材１１上の所望の箇所に付着さ
せることができる。
【０１５３】
　上記のオーバーコート層を形成する工程においては、基材１１上の所望の箇所に付着さ
せるコート用組成物の量、又はコート用組成物における前記コート材料の配合量を調節す
ることで、オーバーコート層１３の厚さを調節できる。
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【０１５４】
　基材１１上に付着させたコート用組成物を後処理する場合には、公知の方法で行えばよ
く、例えば、コート材料が前記樹脂の形成材料である場合には、紫外線照射処理や加熱処
理を行えばよい。
【０１５５】
　本発明に係る積層体が、基材及び導電層間に密着層が設けられたもの（例えば、図２に
示す積層体２）である場合、かかる積層体は、例えば、基材上に密着層を形成する工程と
、密着層上に導電層を形成する工程と、前記導電層上にオーバーコート層を形成する工程
と、を有する製造方法で製造できる。
【０１５６】
［基材上に密着層を形成する工程］
　密着層は、例えば、密着層を形成するための組成物（以下、「密着層用組成物」と略記
することがある）を調製し、これを基材上に付着させ、必要に応じて後処理を行うことに
より形成できる。
【０１５７】
　密着層用組成物は、配合成分が異なる点以外は、上記の銀インク組成物又はコート用組
成物の場合と同様の方法で得られ、銀インク組成物と同様の方法で、基材上に付着させる
ことができる。
　密着層形成時の前記後処理は、密着層用組成物の種類に応じて適宜選択すればよく、例
えば、密着層の形成材料として、オーバーコート層形成時の前記樹脂の形成材料と同様の
ものを用いる場合には、紫外線照射処理や加熱処理を行えばよい。
【０１５８】
［密着層上に導電層を形成する工程、導電層上にオーバーコート層を形成する工程］
　基材上に密着層を形成する工程の後は、例えば、図３に示す基材１１のような、密着層
が形成されていない基材に代えて、密着層が形成された基材を用いること以外は、図３を
参照して説明した、基材上に導電層を形成する工程と同様の方法で、密着層上に導電層を
形成できる。
　そして、図３に示すような、密着層が形成されておらず、導電層が形成された基材に代
えて、密着層及び導電層が形成された基材を用いること以外は、図３を参照して説明した
、導電層上にオーバーコート層を形成する工程と同様の方法で、導電層上にオーバーコー
ト層を形成できる。
【０１５９】
　本発明に係る積層体は、上記のように、オーバーコート層が硫化耐性に優れ、導電層の
硫化が高度に抑制されるので、導電層は長期に渡って変質が抑制され、各種デバイスの構
成要素として極めて有用である。例えば、パターニングされた前記導電層をアンテナとす
ることで、前記積層体をアンテナ構造体とすることができ、かかるアンテナ構造体を用い
ること以外は、公知のデータ受送信体と同様の構成とすることで、データ受送信体とする
ことができる。例えば、図１に示す積層体１において、基材１１上に導電層１２と電気的
に接続されたＩＣチップを設けてアンテナ部とすることにより、非接触型データ受送信体
を構成できる。
【０１６０】
＜＜通信機器＞＞
　本発明に係る通信機器は、前記積層体（アンテナ構造体）を用い、前記基材を筐体とし
て備えたことを特徴とし、例えば、前記積層体中の基材で筐体の少なくとも一部を構成し
たこと以外は、公知の通信機器と同様の構成とすることができる。例えば、前記積層体に
加え、音声入力部、音声出力部、操作スイッチ、表示部等を組み合わせることにより、携
帯電話機を構成できる。
　なお、例えば、図１に示す積層体においては、導電層が基材上においてオーバーコート
層により、露出部位がないように被覆されている例を示しているが、通信機器においては
、この積層体中の導電層が、他の部品との接続のために、オーバーコート層により被覆さ
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れずに、露出された部位を有する場合がある。
　本発明に係る通信機器は、長期に渡って安定した通信性能を維持することが可能である
。
【実施例】
【０１６１】
　以下、具体的実施例により、本発明についてより詳細に説明する。ただし、本発明は、
以下に示す実施例に、何ら限定されるものではない。
【０１６２】
［実施例１］
＜積層体の製造＞
（銀インク組成物の製造）
　液温が５０℃以下となるように、２－エチルヘキシルアミン（後述する２－メチルアセ
ト酢酸銀に対して１倍モル量）に２－メチルアセト酢酸銀を添加して、１５分間撹拌する
ことにより、液状物を得た。この液状物に、反応液の温度が５０℃以下となるように、ギ
酸（２－メチルアセト酢酸銀に対して０．８倍モル量）を３０分間かけて滴下した。ギ酸
の滴下終了後、２５℃にて反応液をさらに１．５時間撹拌することにより、銀インク組成
物を得た。各成分の配合比を表１に示す。表１中、「含窒素化合物（モル比）」とは、カ
ルボン酸銀の配合量１モルあたりの含窒素化合物の配合量（モル数）（［含窒素化合物の
モル数］／［カルボン酸銀のモル数］）を意味する。「還元剤（モル比）」も同様に、カ
ルボン酸銀の配合量１モルあたりの還元剤の配合量（モル数）（［還元剤のモル数］／［
カルボン酸銀のモル数］）を意味する。
【０１６３】
（密着層用組成物の製造）
　表２に示す配合量となるように、紫外線硬化性のポリカーボネート骨格含有ウレタンア
クリレート樹脂（日本合成社性「ＵＶ３３１０Ｂ」）、シクロヘキサノン（和光純薬社製
）、及び光開始剤（ＢＡＳＦ社製「イルガキュア１２７」）を添加し、室温（２５℃）で
１０分間撹拌して、密着層用組成物を調製した。なお、表２中において質量％単位で表示
している配合量は、配合成分の総量に対する各配合成分の割合を意味する。
【０１６４】
（コート用組成物の製造）
　表３に示す配合量となるように、脂環状イソシアネート骨格含有ウレタンアクリレート
樹脂（新中村化学社製「Ｕ－６ＬＰＡ」）、シクロヘキサノン（和光純薬社製）、及び光
開始剤（ＢＡＳＦ社製「イルガキュア１２７」）を添加し、室温（２５℃）で１０分間撹
拌して、コート用組成物を調製した。なお、表３中において質量％単位で表示している配
合量は、配合成分の総量に対する各配合成分の割合を意味する。また、用いた樹脂の物性
等の特性を表４に示す。表４中、「粘度」は、アントンパール社製レオメータ「ＭＣＲ３
０１」を用いて測定した値である。
【０１６５】
（積層体の製造）
　バーコーター（＃０１）を用いて、上記で得られた密着層用組成物をポリカーボネート
／ＡＢＳ樹脂アロイからなる基材（厚さ２ｍｍ）の一方の主面（表面）上に塗布し、オー
ブン内で８０℃、５分間の条件で乾燥させた後、オゾンレス高圧水銀ランプを用いて乾燥
させた塗膜に対して、１００ｍＪ／ｃｍ２の線量で紫外線を照射し、基材表面の全面に密
着層（厚さ１μｍ）を形成した。
【０１６６】
　次いで、密着層上にスクリーン印刷法により、上記で得られた銀インク組成物を塗布し
た後、これを８０℃で２時間、オーブン内で加熱（焼成）処理することにより、導電層と
して銀層（厚さ１～２μｍ）を密着層の表面上に、線幅０．５ｍｍ、線長３０ｍｍとなる
ようにライン状にパターニングして形成した。
【０１６７】
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　次いで、導電層を形成した密着層上にスクリーン印刷法により、上記で得られたコート
用組成物を塗布し、オーブン内で８０℃、５分間の条件で乾燥させた後、オゾンレス高圧
水銀ランプを用いて乾燥させた塗膜に対して、５００ｍＪ／ｃｍ２（すなわち、推奨照射
量）の線量で紫外線を照射し、密着層の導電層形成面全面（導電層の表面と、この導電層
が形成されていない密着層の露出面）に、オーバーコート層（厚さ１μｍ）を形成して、
積層体を得た。
【０１６８】
＜積層体の評価＞
（オーバーコート層の絶縁性及び硬度の評価）
　得られた積層体のオーバーコート層について、ＪＩＳ　Ｋ　６９１１に準拠して表面抵
抗値を測定し、ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４に準拠して硬度（鉛筆硬度）を測定した。
結果を表５に示す。
【０１６９】
（積層体の硫化耐性の評価）
　得られた積層体について、下記方法により硫化耐性を評価した。
　すなわち、硫化水素濃度３ｐｐｍ、温度４０℃、相対湿度８０％（ＪＩＳ　Ｈ８６２０
に準拠）の環境下で、得られた積層体を静置保存した。このとき、静置保存開始前（開始
後０時間、製造直後）、開始後２４時間、開始後１９２時間の各段階で、上記の環境外に
おいて積層体の導電層について、抵抗値及び色彩（Ｌ＊、ａ＊、ｂ＊）を測定した。抵抗
値はテスター（三和電気計器社製「ＰＣ－７０００」）を、色彩は色差測定器（エックス
ライト社製「Ｘ－ｒｉｔｅ　５３０」）を、それぞれ用いて測定した。そして、静置保存
開始後２４時間及び１９２時間の段階で、下記方法により抵抗値変化率及び色差（ΔＥ）
を算出し、導電層の硫化防止効果から積層体の硫化耐性を評価した。結果を表６に示す。
【０１７０】
（抵抗値変化率の算出）
　下記式（Ｉ）により、抵抗値変化率を算出した。
　［抵抗値変化率（％）］＝{［Ｒ１］－［Ｒ２］}／［Ｒ２］×１００
　（式中、Ｒ１は静置保存開始後２４時間又は１９２時間での抵抗値であり、Ｒ２は静置
保存開始前の抵抗値である。）
【０１７１】
（色差（ΔＥ）の算出）
　色差測定器を用いて測定したＬ＊、ａ＊，ｂ＊の値により、下記式（ＩＩ）にしたがっ
て、静置保存前後での色差（ΔＥ）を算出した。
　ΔＥ＝［（Ｌ１＊－Ｌ２＊）２＋（ａ１＊－ａ２＊）２＋（ｂ１＊－ｂ２＊）２］１／

２　・・・・（ＩＩ）
　（式中、Ｌ１＊は静置保存開始後２４時間又は１９２時間でのＬ＊の値であり、Ｌ２＊

は静置保存開始前のＬ＊の値であり、ａ１＊は静置保存開始後２４時間又は１９２時間で
のａ＊の値であり、ａ２＊は静置保存開始前のａ＊の値であり、ｂ１＊は静置保存開始後
２４時間又は１９２時間でのｂ＊の値であり、ｂ２＊は静置保存開始前のｂ＊の値であり
、ただしＬ１＊、ａ１＊及びｂ１＊は同時期の値であり、Ｌ２＊、ａ２＊及びｂ２＊は同
時期の値である。）
【０１７２】
［実施例２、比較例１］
＜積層体の製造及び評価＞
　コート用組成物として、表３に示す配合成分及び配合量のものを用い、オーバーコート
層形成時の紫外線照射線量を８００ｍＪ／ｃｍ２（すなわち、推奨照射量）としたこと以
外は、実施例１と同じ方法で積層体を製造した。そして、得られた積層体を、実施例１と
同じ方法で評価した。結果を表５及び６に示す。
　なお、これら実施例及び比較例で用いたベース樹脂は、以下の市販品である。
　ビスフェノールＡタイプエポキシアクリレート樹脂：ダイセル化学社製「ＥＢ３７００
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　ポリカーボネート骨格含有ウレタンアクリレート樹脂：日本合成化学社製「ＵＶ３３１
０Ｂ」
【０１７３】
［比較例２］
＜積層体の製造及び評価＞
　オーバーコート層を形成しなかったこと以外は、実施例１と同じ方法で積層体を製造及
び評価した。結果を表６に示す。
【０１７４】
【表１】

【０１７５】
【表２】

【０１７６】
【表３】

【０１７７】
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【表４】

【０１７８】
【表５】

【０１７９】
【表６】

【０１８０】
　上記結果から明らかなように、オーバーコート層の表面抵抗値は、実施例１～２及び比
較例１でいずれも１×１０１４（Ω／□）以上で、オーバーコート層は十分な絶縁層を有
していた。また、オーバーコート層の鉛筆硬度は、実施例２、実施例１、比較例１の順で
大きかった。
【０１８１】
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　また、実施例１及び２の導電層は、静置保存後の抵抗値変化率が１２％以下、色差（Δ
Ｅ）が２以下という好ましい条件を満たし、性状の変化が抑制されており、積層体の硫化
耐性が顕著に高かった。
　これに対して、比較例１の導電層は、オーバーコート層が設けられているにも関わらず
、静置保存後の抵抗値変化率及び色差（ΔＥ）がいずれも大きく、性状が大きく変化して
おり、積層体の硫化耐性が低かった。比較例２の導電層は、オーバーコート層が設けられ
ていないことにより、静置保存後の抵抗値変化率及び色差（ΔＥ）が比較例１よりもさら
に大きい傾向にあり、外観は黒色であり、特に抵抗値変化率が著しく大きくなっており、
積層体の硫化耐性は著しく低かった。
【０１８２】
［実施例３～５］
＜積層体の製造及び評価＞
　コート用組成物の塗布量を調節して、オーバーコート層の厚さを１μｍに代えて５μｍ
（実施例３）、１２μｍ（実施例４）、２４μｍ（実施例５）としたこと以外は、実施例
１と同じ方法で積層体を製造及び評価した。結果を実施例１のものとあわせて表７に示す
。
【０１８３】
［実施例６～８］
＜積層体の製造及び評価＞
　コート用組成物の塗布量を調節して、オーバーコート層の厚さを１μｍに代えて５μｍ
（実施例６）、１５μｍ（実施例７）、２２μｍ（実施例８）としたこと以外は、実施例
２と同じ方法で積層体を製造及び評価した。結果を実施例２のものとあわせて表７に示す
。
【０１８４】
［比較例３～５］
＜積層体の製造及び評価＞
　コート用組成物の塗布量を調節して、オーバーコート層の厚さを１μｍに代えて６μｍ
（比較例３）、１２μｍ（比較例４）、１５μｍ（比較例５）としたこと以外は、比較例
１と同じ方法で積層体を製造及び評価した。結果を比較例１及び２のものとあわせて表７
に示す。
【０１８５】
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【表７】

【０１８６】
　上記結果から明らかなように、脂環状イソシアネート骨格含有ウレタンアクリレート樹
脂を用いてオーバーコート層を形成した実施例１及び３～５では、オーバーコート層の厚
さが変化しても、静置保存開始後１９２時間で導電層の抵抗値変化率及び色差（ΔＥ）に
ほとんど変化は見られず、いずれも小さい値であり、これを裏付けるように外観の変化も
認められなかった。ビスフェノールＡタイプエポキシアクリレート樹脂を用いてオーバー
コート層を形成した実施例２及び６～８でも同様に、オーバーコート層の厚さが変化して
も、静置保存開始後１９２時間で導電層の抵抗値変化率及び色差（ΔＥ）にほとんど変化
は見られず、いずれも小さい値であり、外観の変化が認められなかった。すなわち、これ
ら実施例の積層体は、オーバーコート層の厚さによらず硫化耐性に優れ、導電層は性状の
変化が顕著に抑制された。
　これに対して、ポリカーボネート骨格含有ウレタンアクリレート樹脂を用いてオーバー
コート層を形成した比較例１及び３～５では、オーバーコート層の厚さがいずれであって
も、静置保存開始後１９２時間で導電層の抵抗値変化率及び色差（ΔＥ）は、いずれも大
きい値であり、抵抗値変化率はオーバーコート層の厚さが変化しても、ほとんど変化は見
られなかったが、色差（ΔＥ）は、オーバーコート層の厚さが薄い方が大きく、外観がよ
り黒くなる傾向にあった。
【０１８７】
［実施例９］
＜積層体の製造＞
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　導電層として、幅２２０μｍのラインを８０μｍ間隔（スペース幅が８０μｍ）で設け
たラインアンドスペースパターンを密着層の表面上に形成し、密着層の導電層形成面全面
（導電層の表面と、この導電層が形成されていない密着層の露出面）にオーバーコート層
（厚さ１μｍ）を形成したこと以外は、実施例１と同じ方法で積層体を製造した。
【０１８８】
＜積層体の評価＞
（積層体のマイグレーション耐性の評価）
　得られた積層体を、温度８５℃、相対湿度８５％の環境下に置き、導電層に１００Ｖの
電圧を５００時間印加した。そして、電圧印加前後において、光学顕微鏡を用いて導電層
を観察し、電圧印加によるマイグレーションの有無を確認した。このとき取得した撮像デ
ータを図４に示す。図４中、（ａ）が電圧印加前、（ｂ）が電圧印加５００時間後の、そ
れぞれの撮像データである。
【０１８９】
［実施例１０］
＜積層体の製造及び評価＞
　導電層として、幅約２２０μｍのラインを約８０μｍ間隔で設けたラインアンドスペー
スパターンを密着層の表面上に形成し、密着層の導電層形成面全面（導電層の表面と、こ
の導電層が形成されていない密着層の露出面）にオーバーコート層（厚さ１μｍ）を形成
したこと以外は、実施例２と同じ方法で積層体を製造した。そして、得られた積層体につ
いて、実施例９と同じ方法でマイグレーション耐性を評価した。このとき取得した撮像デ
ータを図５に示す。図５中、（ａ）が電圧印加前、（ｂ）が電圧印加５００時間後の、そ
れぞれの撮像データである。
【０１９０】
　図４から明らかなように、実施例９の導電層にはマイグレーションが認められなかった
が、実施例１０の導電層にはマイグレーションが僅かに認められた（矢印で示す丸囲み部
分）。すなわち、コート用組成物のベース樹脂として脂環状イソシアネート骨格含有ウレ
タンアクリレート樹脂を用いることにより、ビスフェノールＡタイプエポキシアクリレー
ト樹脂を用いた場合よりも、導電層のマイグレーションの抑制効果が高くなり、導電層の
安定性がより高くなることを確認できた。
【産業上の利用可能性】
【０１９１】
　本発明は、基材上に導電層を備えたいずれの積層体にも利用可能であり、特に、データ
受送信体、又は携帯電話機等の通信機器への利用に好適である。
【符号の説明】
【０１９２】
　１，２・・・積層体、１１・・・基材、１１ａ・・・基材の表面、１２・・・導電層、
１２ｂ・・・導電層の裏面、１３・・・オーバーコート層、１４・・・密着層、１４ａ・
・・密着層の表面
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